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国家的名声と実益
幕末期のオランダ対日外交政策への一視点
小　暮　実　徳
要旨　本稿は，19世紀中葉におけるオランダの対アジア外交政策の再評価を意図し，
ハーグの国立中央文書館（ARA）所有の旧植民省文書に含まれる日本関係文書から，
主に1850年代のオランダの対日外交政策を，歴史実証的に検討したものである。当時
オランダは，アジアに広大な植民地蘭領東インドを有し，同地域において一定の影響力
を保持していた。また所謂日本の鎖国時代にも，B本との商業関係を続けていた唯一の
ヨーロッパの国でもあった。そこで1853年米国ペリー提督の日本開国後，その新興国
に対抗しつつ，同地の権益拡大のため積極的な対日政策を展開した。しかし近年までオ
ランダの外交力は，ヨーロッパにおけるその領土的小国性と，武力行使を控える外交手
法により，ほとんど無視されてきた。近年1870年以降のオランダの対インドネシア積
極政策から，その外交力に他の欧米諸国と共通する一定の力を認め再評価する中で，
“オランダの帝国主義”という概念が生まれた。概して同概念規定は，その植民地政策
の中で語られるが，これはオランダのアジア・極東政策を考察する際にも，有効な概念
規定と思われる。すなわち当時オランダは，植民地経営から莫大な利益を上げ，それに
より領土的小国性を克服し，自らをより重要な国として位置づける試みを展開していた。
中大国オランダにとって“国家的名声”は，独立国としての意見を保持するために極め
て重要であり，またそれは商業的“実益”にも大きく関係した。そこでアジア用件の首
尾良い運営は，オランダの死活問題であり，筆者はその視角に日本問題が存在すること
に注目した。すなわち当時オランダにとって日蘭関係は，商業的利害だけではなく，同
問題で“国家的名声”を保つことでその重要なアジア政策における経済政治的観点と，
さらには世界におけるオランダの地位を高めることに貢献した最重要用件であったとい
うことである。
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1．初あに
　本稿は，幕末期のオランダの対日外交政策を，近年オランダ外交史の議論に上ってきた歴史
概念“オランダの帝国主義（Nederland　lmperialisme）”を意識して，当時植民地保有国世界
第二位であった植民地大国オランダのアジア・極東政策の一環として考察する。今回は特に，
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1853年アメリカ合衆国ペリー提督の日本来航から，1858年日米修好通商条約締結までを中心
に扱う。そして主に，オランダのハーグ（’sGravenhage）にある国立中央文書館（Algemeen
RijksArchief略称ARA）が保有する，オランダ旧植民省（Ministerie　van　Kolonien）の一
次史料に含まれる日本関係の文書を中心に用い，その実体を歴史実証的に浮き彫りにすること
を意図している。
　（1）“オランダの帝国主義”一近年のオランダ外交史の議論
　“オランダの帝国主義”は，オランダの近現代外交史の再評価から生じた概念であり，外交
史の伝統を有するユトレヒト大学（Universiteit　van　Utrecht）の歴史家達が中心となってい
る。近年までオランダ外交は，オランダの政治的利害からほとんど無きものとして扱われ，そ
こでオランダの近現代外交史は，ほとんど活発な議論に上ることはなかった。勿論ヨーロッパ
におけるオランダの領土的小国性も，一般的にオランダ外交を，力強く見せることはなかった。
しかしこのような外見を帯びることは，オランダの極めて現実的な対外政策と合致していたの
である。つまりオランダが“強国”と見なされれば，当然ヨーロッパの諸列強間で生じる様々
な問題に参与しなければならず，そのことはオランダの国益に大きくそぐわなかったのである。
そこでオランダの対外政策を，20世紀の巨大な資本と強圧的な軍事力を背景とする欧米列強
の拡張政策，“帝国主義”と結び付けることは，ほとんどありえなかったのである。
　このような立場での研究が今までの主流であり，それはライデン大学（Universiteit　van
Leiden）出身の研究者の中で顕著に見られた。ライデン大学はオランダで最も古い歴史を持
つ大学であり，官僚・著名な知識人を多く輩出した。その関係からライデン大学では，現実的
な国家利害を代弁する研究が強く見られるように思われる。それはオランダの死活的問題であっ
た植民地研究が盛んであることに現れており，その象徴としては，同大学歴史学部に付属する
ヨーロッパ拡張史研究所（Instituut　voor　de　Geschiedenis　van　de　Europese　Expansie，略
称IGEER）が挙げられよう。植民地に関係する民族・民俗学的研究では，王立蘭領東インド
言語学地理学民俗学研究所（Het　Koninklijk　Instituut　voor　Taal－Land・en　Volkenkunde
van　Nederlandsch　Indi6　略称KITLV）が現在同大学に隣接し’），シーボルト（P．　R　von
Siebold）のコレクションで有名な国立民族学研究所（Museum　van　Volkenkunde）もライ
デンに位置する。民族・民俗学研究は，ただ珍しいアジア・アフリカの地理・民族・言語・風
習を研究することだけではなく，その知識を円滑な植民地統治に役立てること，また植民地に
おいて如何なるヨーロッパで必要な産物（植民地産物koloniale　produkten）が栽培可能か，
またヨーロッパ産業製品の売却が可能かを正確に知るという，極めて経済政治的な目的も大き
かった。
　そこでライデン大学の研究者は，しばしばその意見が他の研究者と鋭く対立した。古くには
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ライデンの有名な法学者テルダース（BM．　Telders）の発言に対する，ユトレヒトの有名な
外交史家ヘイル（P．Geyl）の指摘がある2）。近年では以前IGEERの所長であった名誉教授ウェ
セリンク（H．L．　Wesseling）によるオランダ帝国主義論に否定的な一連の著作・発言がある3）。
しかしライデン大学歴史学部教授ファスール（Cees　Fasseur）は，オランダが植民地蘭領東
インド（Nederland・lndi6，通称バタフィアBatavia，現インドネシア）において，一方では
多大な費用を要する点で武力行使を避けなければならないが，他方で，特にインドネシアでは，
強力な軍事力による統治は極めて困難であり，そこで信用と穏健さにより獲得される現地人の
好意に基づくことにより，円滑な植民地統治が出来ると判断していたことを指摘し，大国的強
圧統治の手法とは異なるオランダ的植民地統治手法を，所謂“自制政策（onthouding－
spolitiek）”と位置づけた。つまりファスールは，一方でオランダが植民地統治に，現地との
“共生（samenleving）”を重要視した平和的手法（vredelievende　staatkunde）を巧みに取り
入れ，より円滑な植民地統治に努めたことを認めるが，他方で“あらゆる平和的手段が無価値
になった時には武力行使を行う”との選択肢が常に存在していたことをも明確に指摘してい
る4）。そこでオランダの，他の欧米列強と共通する強圧的な帝国主義的力を認めることで，純
化されすぎたオランダの植民地政策観を修正している。
　一方ユトレヒト大学は，古くから現実の利害を代弁する態度ではなく，特に外交史を歴史実
証的に検討してきた。そこで近年ユトレヒト大学を中心に発足したオランダ外交史の研究会で
は，オランダ外交史の歴史的再評価を本格的に目指しているように思われ，期待される。
　本稿もこの“オランダの帝国主義”という概念規定を意識して，当時の歴史を検討する。そ
こでオランダ外交の自律性と今までそれしか注目してこなかった大国の手法とは異なる，オラ
ンダ的外交手法を評価し，その枠組みからそのアジア・極東政策，特に日本問題に注目する。
“オランダの帝国主義”は，主として1870年以降のバタフィアで先鋭化したオランダの植民地
政策から検討されてきた。そこでこの概念を本稿の検討用いることに，諸議論があるだろう。
また“近代帝国主義”という概念規定も，現在議論の中にあり一定していない。筆者は歴史実
証的研究が求められている概念規定に，明確な時代区分を据えることや，個別問題から厳格に
規定することを，意味のないことと考えている。そこで今回は“オランダの帝国主義”を，広
義の概念規定として援用し，将来のこの議論に一貢献をなすことを意図している。
　②　オランダ的外交政策“国家的名声と実益”一経済・政治・文化的政策
　オランダはベルギーの分離以降（1830），ヨーロッパにおける領土的小国性を受け入れた。
しかしながら二流国以下に見られることを忌避した。すなわちヨーロッパ諸大国間の中で，オ
ランダが重要な国と見なされないことは，オランダの国家的名声を損ねるだけではなく，それ
は実際の政治経済的利益＝実益に直接参与出来ないことを意味したからであった。そこで19
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世紀に顕著となる欧米列強のアジア政策は重要な用件であったが，オランダにとっては，さら
に他国よりも一層重要な問題であった。つまりオランダにとっての海外用件は，そのヨーロッ
パにおける領土的小国性を，ヨーロッパ列強を直接には刺激せず克服する手段であった。そこ
で第一には，オランダのアジア用件における直接的な関心は，本国の経済に大きく貢献する蘭
領東インドの植民地経営であった。この首尾よい経営が，本国に大きな繁栄をもたらすだけで
はなく，その広大な植民地を維持することにより，国家的名声を高めたのである。
　しかしながらオランダにとっての，もう一つのアジア用件を喚起させたい。筆者は既に拙稿
で，オランダ外交の二面性，すなわち対ヨーロッパと対アジア政策を区別すべきことを指摘し
たが，さらに対アジア政策の二面性，すなわち植民地問題と通商問題の相違も指摘すべきであっ
た5）。つまり植民地問題は海外用件である一方で，領土的には自国に属するため，本来の意味
での国外問題ではない。すなわちそれ以外の問題が，真の対外問題であり，オランダの対アジ
ア用件は，主として本稿の中心問題である「日本」であったと言っても過言ではないのである。
また海外用件として，このような直接の統治を必要としない“通商”は，特に重大な利害で
あり，このような商業的“実益”も，小国性克服にとっての重要な用件であった。さらにオラ
ンダ史を概観すれば，本来商業的利益に基づき各国との良好な関係を保つことが，古来からの
オランダの道義的国際関係の理想でもあったが故に，このことはそれだけ一層理解されるであ
ろう6）。
　小国性を克服するため“国家的名声”は重要な用件であり，そこでオランダは，単に経済活
動上の利益を得ることだけでは満足しなかった。勿論このような“国家的名声”は国際的信用
を高める働きを持ち，商業上にも間接的に寄与したことは，容易に想像がつこう。すなわち
この視角に，日本問題が存在するのである。つまり極東にまでも，オランダがその影響を及ぼ
しているとの名声，それに伴う自信，それがオランダを単なる二流国として見せない前提でも
あった。この“名声”の維持により，他のヨーロッパ諸列強と渡りあうことを可能にするので
あつた。
　オランダは日本との古い関係T）を持ち，それによりオランダにおける日本研究は，当時世界
で最も進んでいた。そこでオランダは，日本人の心性やその習慣，そして彼らと接するノウハ
ウを熟知している自信があった。そこで極東に位置する日本との関係を，商業的関係をも含め，
世界におけるオランダの“国家的名声”に利用した。さらに植民地バタフィアとの関係で，ア
ジアにおけるオランダの影響力を維持すること，また可能な限り拡大することは，オランダの
アジア外交政策の要でもあった。また対日本貿易は，19世紀中葉までオランダの独占状況で
あり，そして日本開国後その熟知された商業地の拡大に“実益”を見出さない理由はなかった。
　商業地としての日本も重要な問題であったが，19世紀の欧米列強によるアジアでの勢力圏
分割に，オランダが参加していることを見過ごしてはならない。19世紀初頭から先鋭化する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　86
　　　　　　　　　　　　　　　　　国家的名声と実益
新興国アメリカのアジア進出に，オランダは“最も当然の同盟者”8）イギリスと共同し，アジ
アにおける共通の利害のために対抗した。そこでアジアにおける英蘭関係にも，一視点を置く
必要がある。しかしアジアにおける英蘭関係に関しては，本稿では特に扱わず，指摘するに留
める。
2．幕末期における対日外交政策一一次史料の分析から
　当時の歴史を，歴史家の一定の史観に立ち，一次史料を分析することによって，実証的に明
らかにする手法が，歴史実証研究である。本稿の作成もその手法に則っている。本稿で主とし
て用いた文書は，オランダ植民省の秘密文書（Geheim　Archief）に散見される日本問題を扱っ
た文書であり，秘密文書のインデックスでは“日本問題”（Japanse　aangelegenheden）と書
かれている。しかし日本関係文書として一つに纏まってはおらず，さらに植民省公開文書
（Openbaar　Archief）のインデックスには，文書の要約が書かれているが，この秘密文書のそ
れにはない。当時植民省が日本問題を管轄したことから，日本関係の全ての文書は，植民省に
集積した。植民省は外事用件も扱っていたので，外務省や直接の実行機関である東インド政庁
（het・Gouvernement　van　Nederlandsch　lndie）との連絡が不可欠であり，その理由で，それ
らの文書も含んでいる。オランダが日本貿易を実施する際，その貿易を担当していたのは東イ
ンド政庁であり，そこで既存の貿易関係で生じる問題は，東インド総督（de　Gouverneur
Generaal）が処理する権限を有していた。しかし19世紀中葉，日本との政治外交関係に踏み
入った際，東インド総督はその種の問題を処理する権限は無く，上級官庁である本国植民省に
その判断を委ねた。そこで当時の対日政策を検討する際には，オランダ本国植民省の史料を分
析することが，必要不可欠なのである。
　このオランダ植民省の文書を用い，1850年代の日蘭関係を検討した希少な著作を挙げると，
ファン・デル・シェイスの古典的作品『オランダ日本開国論』（Van　der　Chijs，　J．　A．，　Ne∂rlαnds
Streven　tot　OPenstelling　van　JaPan　voor　den　VVereldhαndel．－uit　officieele，　grootendeelS
onuitgegeven　bescheiden　toegelicht，　Amsterdam　1867），また最後の商館長ドンケル・クルチ
ウスの覚書の翻訳書，フォス美弥子『幕末出島未公開文書一ドンケル＝クルチウス覚え書一』
（1992　新人物往来社），また日本遠征を三度行い，日本の近代化に大きく貢献したファビウス
の日本駐留日誌の編訳，フォス美弥子『海国日本の夜明け』（2000思文閣出版），ファビウス
の伝記的作品，スタペルカンプ『ヘルハルドゥス・ファビウス1806－1888』（Stapelkamp，
Herman，　Gerhardus　Fabius　1806－1888）があり，これらは当時の歴史を知るに有益な著作で
ある。しかし当時オランダ本国政府首脳が，どのような外交方針をもって対日政策を行ってい
たかは，部分的にしか理解できない。つまりオランダ本国植民省の政策決定者の文書を年代順
に追うことによって初めて，当時のオランダ対日政策の全体像を浮き彫りに出来るのである。
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本稿はその点を重視している。シェイスの本には，今回本稿で用いた史料が含まれることがあ
る。しかし同書はオランダの貢献を世界に訴えるために著された経緯を持ち，そのため史料が
出版の際に修正されていることがあるので，原史料から検討したことを付記する9）。
3．本論一幕末期のオランダ対日政策
　（1）アメリカのアジア政策に対するオランダの対抗
　オランダ植民省文書の中で，直接アメリカ合衆国ペリー提督日本遠征に繋がる最初の文書が，
1850年11月22日319／Ol植民相から東インド総督への秘密書簡であるといえる。この文書が，
幕末期のオランダ対アジア政策に，新たな展開を開いた。
　この文書ではまず1849年，当時の米国務長官クレイトン（John　Middleton　Clayton）が，
日本の鎖国制度を廃止させ，キリスト教を普及させるため，日本遠征を考慮しており，恐らく
近いうちに米政府が，日本に代理人を送ると思われることが述べられており，またその後，在
ワシン’トン蘭全権公使テスタ男爵（Baron　F．　Testa）により，当時アメリカは，アジアの独立
国と商業関係を開く考えにはなっていないと報告されていた。テイラー大統領（John　Tyler）
の逝去に伴うクレイトンの辞任後，この計画が棚上げされていたときに，これは，パーマー
（Aaron　H．　Palmer）1°）に委ねられると思われた。パーマーはアジア貿易に関心があり，1846
年から1849年の間，幾度となくかなりの報告書を国務省のために作成していたからである。
そこで現在のアメリカにおける商業状況により，近いうちにアジア北東部の国々，特に日本に
使節を派遣することは起こり得るだろうと判断された。テスタは，ボルティモアの重要な貿易
商社が，東アジア近海の独立国と，即刻外交通商関係を開くことを大統領に訴える建白書を提
出した際，この仕事を達成するに相応しい人物として，特にパーマーの名が挙げられていたこ
とをも報告した’1）。そこでアメリカの意図が，キリスト教普及以外にあることは明らかになっ
ていった。さらにその後オランダ外務省も，フィルモア大統領（Millard　Firmore）教書に付
属した，アメリカ海軍政策における太平洋の安全と東アジアでの商業の保護・拡大を述べてい
る海軍長官の報告書を植民省に送り，そこでアメリカにおいてこの用件が，見失なわれていな
いことを指摘し，注意を喚起させた’2）。
　当時所謂“鎖国”を続けていた日本は，近年頻繁になって来た諸外国民による日本領域への
来訪を懸念していた。しかしそれ以上に英米商人の，日本を商業のために開国させる試みを別
段風説書’3）から認識したことは，この懸念を一層増大させることになった。日本はこの原因
を，1825年の異国船打払い令（所謂“無二念打払い令”）14）を1842年に撤回し，以前の薪水給
与令15）に戻したことから生じていると考えた。そこで長崎奉行はオランダ商館長に，これは
日本の現制度の緩和を意味しておらず，日本は依然として諸外国民との交際を禁止しているこ
とを欧米諸国に伝え，同時に長崎奉行にその回答を行ってはくれないかと尋ねてきた。そして
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長崎奉行はオランダ商館長に，1842年に薪水給与令に戻したことを説明する文書の翻訳を提
出し，この問題が解決されることを望んだ。この際商館長は東インド総督に，日本が別段風説
書の情報を非常に高く評価しているので，翌年の別段風説書には，通商のため日本を開国させ
ることへの，英米内で試みられた成果に関して報告し，さらに別段風説書を絶えず細心の注意
で作成されるよう要請した且6》。’
　東インド総督は，この長崎奉行の要請に回答することを，適切であるとしながらも，今はす
ぐに明確な言明を行うことは賢明ではなく，必要ないとした1％植民相は，この日本の要求は
満たされるべきであり，そのため実際同件は既に，1847年英米仏には伝えてあったが，現在
なお英国を除き，ロシア・スウェーデン・デンマーク・スペインにも伝えることを決め，その
件につき国王に承認を求めた’8）。
　②　多難な極東政策一オランダ本国と東インド政庁の確執
　日蘭関係が新展開を告げ，オランダ本国が日本問題を積極的に取り組もうとする中，オラン
ダ本国と東インド政庁で相反する意見が現れた。オランダ本国は，オランダ本国の利害により，
この問題を積極的に取り組む必要があったが，当時東インド政庁，特に総督ダイマール・ファ
ン・トウィスト（Albertus　Jacobus　Duymaer　van　Twist）は，日本問題にほとんど興味を
持たなかった。
　彼は現在の日本商館長ローズ（F．C．　Rose）が，一年で辞職を願い出て，受理されたことを
挙げ，現在英米が日本と接触を試みている状況下で，この後任の人選は非常に重要であり，か
つ困難なことを述べた19）。つまり彼は，オランダが日本での地歩をある程度確立しているため，
日本と他国との紛争の際，オランダが中立を維持することは，不可能であると判断していた。
そこで「我々は攻撃者に味方し，ある意味で我々の古い友人を裏切るべきか」それとも「日本
を味方することで，英米との敵対行為に到ることを余儀なくさせられるか」と自問した。そこ
で真剣な考慮としては，日本政府が他の制度を受け入れるように勧めることであり，これが不
成功の場合には，我々を危険に晒すよりは，「日本を完全に諦めるほうが良い」とした。さら
に実際の日本貿易を考慮すれば，商業的利益はそれ程大きくなく，単に「ある国家的名誉，
または威信」のみの問題であり，更にこの日本との関係を鼻にかける理由が分からないとして
いる。すなわち我々が日本貿易を維持するために，言うことも出来ない屈辱的扱いを日本政府
から受けていることは各国に周知であるからとしていた。さらに我々の日本政策についても，
各国から疑念を抱かれており，一般的に我々は日本貿易から，我々だけの大きな利益を獲得し，
他の全ての国を排除しようとしていると思われている。この疑念は全く不当だが，存在する
のであり，そこで1844年日本に開国勧告を行った故ウィレムニ世（Willem　II）の書簡を公表
することが，この疑念を取り除くことに資するであろうとした。そしてこの試みが不成功に終
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わったとしても，「我々に帰されるものではなく，その際日本は武力で他の制度へ強制させら
れるに違いない。すなわち我々はこれを安心して，このために使命感をもち，そして可能であ
ると考える他国に委ねられる」としたav）。そこでオランダ本国植民相パフユット（Charles
Ferdinand　Pahud　de　Montanges）21）は，この東インド総督の書簡を考慮して，新任日本商館
長が東インド総督の書簡により，他の制度に変更するよう日本に真剣な諌言を行うこと，さら
にアメリカ合衆国に故ウィレムニ世の書簡を伝えることを国王に提案した。しかしその際，日
本との関係を絶つことや，もしくは出島撤収に移行することはないと，東インド総督に伝える
ことにして，本国政府の日本問題への積極的な取り組みを明白にした22）。
　アメリカの日本遠征計画は，当初の計画よりも相当大きな規模になった。そこで先の計画の
指揮官オーリック（J．H．　Aulick）では役不足になり，有能で経験豊富なペリー提督（M．　C．
Perry）になったas）。ここでアメリカが，この問題に真剣に取り組むことは不思議ではなく，
日本との条約締結を極めて高く望んでおり，そこで日本が正当な理由を欠けば，場合によって
は武力行使を正当化して，日本に進出することは明らかになっていった24）。勿論アメリカは，
日本との通商関係を強く望んでおり，そこで“日本を教化する義務がある”との口実により，
その自己利益追求の論拠を正当化するように思われた25）。この際オランダ本国は，「日本政府
を圧迫しないこと，そして日本との関係を絶つことや，出島回収も行わないこと」と，新任出
島商館長に指示を送っている。このように日本関係を絶対に諦めない決意を示しながらも，こ
の事態の推移の中で，間違いなくオランダの名誉・価値のためにならない仲介を申し出てはな
らず，日本が戦争状態になった場合，日本の味方につかないとしている。ただ事態が変化し，
仲介を求められた際には，好ましい結果にするために，仲介をなすこととした26）。
　オランダ本国がアメリカの日本遠征に対して，有効な手段を打てずにいた時，思いがけず支
持者が登場した。それがシーボルト（Ph．　F．　von　Siebold）である。シーボルトは，このよう
なアメリカの行動により，今までの日蘭関係で生じたことについて，一定の考慮をするよう強
いられたこと，そして彼が決意したことは，それを覚書の中で自身の見解を説明し，それによ
り前述の東インド総督への指示に含まれるよりも，直接的な努力を日本政府に行うこと，そし
て必要とあらば，アメリカが武力で強制すると思われるものを，オランダの仲介で獲得すると
いう提案を行ったことを，植民相に説明している27）。彼は覚書の中で，「最近の十年間，中国・
日本海と北太平洋地域において，極めて重要な諸事件が生じたため，同域におけるオランダの
通商を拡大し，我々の古来からの海上通行を維持するために，オランダの影響力を行使する機
会が，何度も提供されている。アヘン戦争，中国北部の開港，カリフォルニアの隆盛，太平洋
におけるアメリカ人の捕鯨が拡大していることは，重要な事件である。そして海上通行史や貿
易史，そして新旧世界の植民地化の歴史において，考慮に値する時代が形成されている」と述
べ，その中でアメリカが，現在新しい貿易の源を見つつ，影響力を行使しようとしている状況
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を説明した。さらに現在の問題を箇条書きに提起して，①何がオランダの義務か②オランダ
は日本の出来事で，単なる一海上貿易国としてのみ見なされ得るか③オランダの為すべきこ
とは何か，と検討している。そこでは，オランダは日本に助言を与えることが出来，またすべ
きであり，そして注意深く貿易・政治的利害を凝視し，国家の威信を保つことが出来るとした。
さらに既存の日本の貿易仕法を，より一般的な民間・自由貿易にするよう助言し，その際には
なお，他国の利害をも考慮し，必要ならばイギリスにオランダと同条件の貿易を認めることを
提案した。
　さらに日本の制度を知らないために，英米人が平和的手法で，日本との商業関係を結ぷこと
が出来ないので，そこでオランダの仲介により，英米を含む他の諸外国に商業関係と他の許可
を認める条約を，日本に提示することを助言したas）。
　そこで植民相は，本件を閣僚会議の議題にしたee）。閣僚会議では，オランダから特別な使節
を送ることには多数の異議があった。そこで東インド総督に行われた指示，すなわち日本政府
に勧告を行う彼の長崎奉行宛の書簡を運ばせ，そしてシーボルトが起草した通商条約に関して，
長崎奉行と交渉させるために，新たに出島商館長を任命すること，あるいはこのためにバタフィ
アから特別な人物を日本へ派遣するという指示を，若干修正することで落ち着いた。この条約
交渉の際には，オランダの特権を追求すると思われる箇所は全て削除すること，さらに日本の
危険を，無私に勧告することにより，これが不成功の場合にはオランダが更なる接触から手を
引くことを日本政府に伝えることにした3°）。
　アメリカ政府はオランダに，在ハーグ米代理公使（Charg6　d’affaires）フォルソム（George
Folsom）を通じて，出島商館長がアメリカ政府の目的を促進し，日本の鎖国制度を廃止させ
る目的で協力して欲しいこと，さらに日本の地図を要請してきた。そしてオランダ側から地図
はないとの回答を受け取った際，この「全く友好的性格」である日本遠征が成功すれば，東洋
商圏における全ての国家のために大きな利点を生むことは，あまねく受け入れられると強調し
た31）。基本的に植民相は，アメリカのオランダへの援助の要請に対し，問題はないとしていた
が，オランダの仲介（tussenkomst）は，“調停（arbitrage）”の意味を持たず32），そして故ウィ
レムニ世の国王書簡との関係で，日本政府が鎖国制度を弱めることを拒否した場合，迎えざる
を得ない結果について真剣に示すことで，アメリカに貢献するとした。一方で当時アメリカに
あるオランダへの誤解についても，憂慮していた33）。
　東インド総督は，このような本国の方針に一定の同意はしながらも，オランダの威信を示す
ため二隻の艦船を，日本に派遣するとの本国の指示には反対した。その理由は東インド艦隊が，
東インド海域での自国領保護や海賊行為に，常に十分対処出来ておらず，そのような中，二隻
の船を他に出すことは出来ないとしたからであった。また新たに人を日本へ派遣する提案につ
いて，まず軍人の派遣は，アメリカに敵意の証として見なされる恐れがあり，そして我々が，
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日本に西欧の戦術を伝え，最善の防御を教えているとの疑念を持たれると懸念した。しかしそ
の一方で，現在文官の高官を探すことも困難であり，またそのような人間を失うことで，その
間その職務を，他の人が満たせないとした。そこで新出島商館長に，その権限を委ねることに
して，新任出島商館長としてドンケル・クルチウス（J．H．　Donker　Curtius）を任命した。こ
の決定に関するさらなる理由としては，日本人が，特に1844年のオランダ国王開国勧告事件
で明らかなように，既存の仕法以外からの，オランダとの接触を知らないし，認めないので，
商館長の仲介が良いと判断されたこともあったM）。
　この文書には，東インド政庁が作成した商館長への秘密指示書が添えられており，細かい交
渉上の指示がなされている。重要な点は，オランダにとって問題があり，また出島商館にとっ
て品位を落とす条件が込められている取り決めには，決して同意をしないこと（第六項），ま
た不可避の必要性やオランダの名誉がそのようなことを絶対的に要求する以外には，一時的で
さえも日本を離れてはならないこと（第九項）であろう35）。さらに前述したが，予期せずもこ
のようなオランダの無私の行為が拒否された場合には，オランダは更なる日本との接触から手
を引くことを伝えることに決めた36）。
　そこで東インド総督は，日蘭の既存の関係から，既に行った無私の高貴な原則，すなわち故
ウィレムニ世の日本開国勧告の精神に基づいて，長崎奉行に書簡を送った。そこでは，アメリ
カが日本へ通商関係を結びに来るとのうわさがヨーロッパで広まっていること，そしてアメリ
カは“ヨーロッパの最強国”と比較出来，事無く終らすことは出来ないこと，そして日本がど
れほど大きくとも，近年の世界史の趨勢に抵抗出来ないだろうし，この問題が武力で決せられ
るならば，その前に長い流血の戦いが先行することになる。その際残念ながらオランダ国王は，
オランダ人が日本を一時的に見放すことがあり得ると見ている等が記されている37）。
　このような推移の中オランダ本国は，テスタ駐米公使により，ペリー遠征隊に関する情報を
収集・分析し，オランダの新たな極東政策に反映させていった。テスタは，米議会開会時の大
統領教書に付属した海軍長官の報告書から，ペリー艦隊が平和的性格を前面に押してはいるが，
衝突の可能性により十分武装されていること，そして目的を達成出来なければ“家に帰らない”
と決意していると思われ，この遠征隊が強化されたことは，任務不履行を防ぐ対策であるとの
報告をなしている。さらにアメリカが海軍力拡張を目論んでおり，このことは，他の海上国の
海軍力増強に対する政治的配慮から生じていると判断し，特に米海軍長官が南太平洋を，今後
十年間，数多くの重要事件の舞台であると指摘していることを注目すべきであると報告した。
またロシアの同地域における進出も顧慮しながら，さらに彼は現在アメリカで礒装されている
4つの遠征隊を挙げ，本国政府の注意を喚起している。ここで箇条書きにすると①べ一リン
グ海峡と北太平洋地域の東シナ海の探索と開発への遠征②アフリカ大陸の一部開拓に繋がる
遠征③近年外国貿易に開かれたプロタ川（Plota）とパラナ川（Parana）を航行・調査する
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遠征④グリーンランド北海岸探索を意図した遠征であるzz）。これは当時の科学技術の発達に
よる世界貿易の現実化により，未開発地域，特にアジア，アフリカ地域が将来有効な商業の新
しい源として，既に他の海上国家が進出している状況から生じたものであろう。ここでは同問
題は扱わないが，当時の世界情勢を示す例として簡単に触れた。さらにオランダは，リンゴル
ト（Cadwalader　Ringgold）指揮下のアメリカ小艦隊が，米商船により頻繁に訪れられてい
るインド洋，中国一カリフォルニア間航路における中国・日本海，太平洋北部，べ一リング海
近辺の水路学的調査を行う計画に関しても，興味をもって考察している39）。
　オランダ本国は，このアメリカの日本遠征に対して，積極的に対処しようと試みた。しかし
東インド政庁では，この問題に対する本国の方針に否定的な考えを持っていた。東インド総督
は，植民相の先の書簡4°）に異議を唱えた。まず彼は，このアメリカ遠征隊への援助を約束し
たので遵守するが，「どのように」行うのか問うた。さらに東インド評議会の助言により彼は，
明確な指示を携えた国王船を日本に派遣する植民相の計画について，これは総督への明確な命
令か，あるいは委任なのかと問い，さらにこの委任を使用すべきなのかと問うた。つまり現状
で戦艦の派遣は，日本の疑念を起こすかもしれないし，もし商館長が日本との条約交渉を始め
ていたならば，その交渉に害を与えると釘をさした4D。これに対し植民相は，ペリー司令官が
万一バタフィアに寄った際，渡してもらいたい書簡を東インド総督に送った。これはオランダ
が日本と条約締結の際，確保したかった規定や諸点を伝えるものであった。つまりオランダ政
府が意図的に，アメリカ政府にこの諸点の通知を控えていると思わせないためであり，東イン
ド総督は当該の通知に関し，オランダ政府により“委任”され，そして今後日本政府の行う外
交上の処置は，故ウィレムニ世により行われた方策の継続になるようにと，東インド総督に指
示したのであった42）。
　このような推移の中オランダ本国は，東インド総督に日本商館長への更なる指示を通知した。
それはとにかく条約締結を目から逸することはせず，さらに今後も，オランダが除外されるよ
うな特権や譲歩を，日本から他国に与えさせないよう，出来る限り配慮することであった。ま
た日本商館長は，日本が現状で鎖国制度を修正することは日本自身の利害でもあり，そしてそ
のためにオランダが無私に助言を与えてきたことを納得させるよう全力を尽くすこと，さらに
オランダが，日本で特権を求め，享受し続けているとの諸外国人の誤解を取り除くようにも努
力すべきと指示された。そして日本の海軍創設の計画から生じたオランダへの戦艦取得の要請
については，差し当たり何も行わないが，日本との良好な関係を断ち切りたくはないので，非
武装の小型蒸気船を派遣する計画を立てた43）。この理由は当時ヨーロッパで生じたクリミア戦
争（1853－1856）が関係していた。オランダは中立国としての立場があったので，日本にロシ
アを含む列強が参入し，その際戦争状態に陥った場合を，配慮しなければならなかった。特に
東インド総督は，当時日本商館長による米露の日本参入の試みに関連した報告書を受け取った
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93
　　　　　　　　　　　　　　　　　　小暮　実徳
際，東インド評議会の助言を受け，「この評議会が適切に助言しているように，オランダ上級
政府が，この用件の指導を留保した」とし，そこで「私は，オランダ上級政府が必要とみなす
命令が満たされるとの要請をするに留まる」と述べ，この問題を完全にオランダ政府に委ね
た4％このような行動は理解出来なくもないが，外地における実行機関として，本国が信頼を
置く東インド政庁のこのような態度は，オランダ本国政府を大いに苦慮させたと思われる。
　（3）新しい状況下でのオランダの対日“国家的名声と実益”政策
　西欧文明の力に屈服し，1854年に開国することになった日本は，自らの弱小性と科学技術
の後進性を痛感させられた。そこでこれを克服するためにも，海軍創設を強く熱望し，オラン
ダに蒸気船所有の要望を伝えた。また後にその蒸気船用の修理工場，さらに将来このような船
を自国で造るために，造船所の建設をもオランダに要請することになる。このような要請は，
オランダ本国の産業発展にとって，大きな期待を抱かせた。
　このような流れから植民相は，毎年慣例のバタフィアー日本間の商業定期船一隻の他に，さ
らにもう一隻，望ましくは戦艦を，東インドから日本に派遣させることを国王に訴えた。これ
は日本問題において何か重要な用件が発生した際，直ぐに東インドがその情報を得られるため
と，また日本における商館長の活動を促進させる点にあった。当時一般的に，このような軍艦
が外地に派遣されることは，その地における自国商人を保護するという重要な用件であったが，
日本では“商館長の権威づけ”として重要と見なされた。商館長は，他の商館員と異なり別格
に扱われたが，当時日本で卑しまれた商人の長には変らず，その尊敬は薄かった。そこで軍艦
を派遣し，商館長がその軍艦を指示することを見せ，彼がオランダ本国で重要な人物であるこ
とを示すことにより，その後の日本当局との交渉を有利に進めることを目論んだのであった45）。
そこで植民相は東インド総督に，1854年6月の日本への定期船に，適当な蒸気船を伴わせる
よう指示した46）。しかし東インド総督は，現在東インド艦隊から一隻も軍艦は出せないとし，
このような船を他所に注文出来ようと回答した。オランダ政府は，日本の要求を出来る限り早
急に満たすことが重要で，遅延は良い印象を与えず，それにより今後この種の用件が，別の国
に要求されやすくなると懸念していた。そこで植民相は，東インド総督の意見に同意出来なかっ
たが，さらに船注文の記述に関し，そのような権限まで東インド総督が与えられていると思っ
ているとは，およそ考えられないと不快感をあらわにしている47）。
　当時オランダ本国では，日本人の古い思考方法が変化し，日蘭関係が著しく改善されたこと，
またオランダが示威することなく，長崎での特権（オランダ人の個人的自由等）を得たことに
大変満足していた。また日本が西欧科学技術に接することで，自らの後進性を痛感し，そこで
一層ヨーロッパ文明の進歩に精通する必要を十分理解していること，そしてその際その必要を
専らオランダを求めていることを高く評価していた。そこで日本の発展のために力強く，躊躇
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せず援助を行い，その問題に対処すべきであるとし，日本のオランダへの接近を促進させるこ
とが重要であるとした。特に当時の日本は，海軍知識を獲得する要求が高く，この件は遅滞な
く実行することにした。このオランダの仲介により，一方でオランダの日本における政治的地
位と，出島官吏の地位を向上させること，そして彼らの監視・隔離状態を廃止させること，
他方で日本でのオランダ商業の望ましい拡大を可能にすることになると思われた。さらに商
館長が故ウィレムー世の肖像画等により，日本人要人とオラニエ家（オランダ王家，Oranje－
Nassau）について長話が出来たとの報告を受け，さらに国王の肖像画も送ることが相応しい
とした48）。また外務省には，日本政府と条約交渉を開始する報告と，日本人は商業に関わるも
のを余り尊敬しないので，日本商館長の地位を変更することを要請した49）。本来このような条
約締結の権利は，外務省に所属するものであるが，東インド政庁は，現地での君主等と条約等
を締結する資格が認められており，その権限を適用しようとしたと思われる。
　オランダ本国では，商館長に日本貿易を拡大する試みに関して行うべきこととして，日本関
係で，自己の利益のみを追求しないとの原則を指示したが，日本政府自身から望まれ，提供さ
れた場合には，それにより有利な商業契約を思い留まる必要はないとした。さらにオランダ本
国にとって，今後の日本貿易を有利に展開するためにも，日本の海軍創設の渇望と羨望を利用
し，そこで蒸気戦艦を日本に派遣することは急務であると判断した。東インド総督は，戦艦の
派遣に依然拒否を貫き通していたが，植民相は日本からの受信文書が，日本人の蒸気機関と蒸
気船への衰えない関心を証明しているとして，その重要性を訴えた5°）。さらにまた海軍省が，
東インド政庁の戦艦派遣の異議に対し，出来る限り対処すると植民相に述べたことも，植民相
に自信をつけさせた。さらにファビウスも植民相への書簡で，目下日本は，オランダに極めて
友好的であり，貿易のためではなく，出島官吏の地位向上のためにも，蒸気船派遣の重要性を
訴えた5％
　植民相は，日本でオランダの威風を示し，日本人にオランダ人に対する尊敬の念を起こさせ
ること，さらに日本の需要を満たすことで信用を得て，オランダが日本にとって，“我々の最
も当然の同盟者（Onze　natuurlijkste　bondgenoot）”と映ることを最も重要であると考えた
のであろう。その具体的な方策として，開港地下田に国旗を掲げること，将軍に贈物をするこ
と，さらにそのために日本人に尊敬の高いファビウスを再派遣することを考慮し，日本との緊
密な関係を築こうとした。植民相が「この国での我々の将来は，危険に晒されている。もし日
本政府が他国に向くようなことになれば，我々は日本との経済政治関係で，現在提供されてい
る二度とない向上の機会を失うだろう」と述べているのは，このようなことを十分物語ってい
よう52）。
　さてこのような推移の中，出島商館長の立場は，諸外国と日本との仲介活動により，商業的
よりも政治的な性格になっていた。しかし商館長は自身の裁量の範囲を判断することが困難で
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あった。植民相は，そのような行動が“斡旋”の意味合いで行われるのであれば，問題がない
と観察していた。さらに植民相は「日本との商業関係を低い用件と見なしていると考えれば，
商館長の肩書きを終らせることに異議はなく」，その際には「領事や全権領事」等への肩書き
に変更することになるが，しかし1852年日蘭条約草案の説明で，領事職に商業の考えを結び
つけてしまったのでss），オランダ弁務官（Nederlandsche　Kommissaris）との肩書きを発案
したとしている。とにかくも，今までの商館長の肩書きでは，目下重要となった日本において
は，低すぎるものになっていたM）。そしてまた対日本貿易を積極的に進展させるためにも，東
インド政庁の管轄下にはあるが，出島商館の現組織の修正，また拡大を必要と見なした。この
用件に対する処理には，オランダ的経済中心的政治外交政策が色濃く現れていよう。
　また植民相はこの報告書内で，今までの対日関係を分析し，今後の政策を展開している。こ
の主な内容は，「シーボルト起草の1852年条約草案では，日本の全般的な利害で，商業のため
の日本開国を意図した。そこでオランダは諸外国のためにも私欲なく活動したが，それは我々
自身にも関心がなかったからである。それはつまり，我々を事細かに制限した出島定住地とそ
の商業的利益が，オランダにとって既存の状態の維持を，ほとんど望ましくしなかったからで
あった。しかしその後現在，異なる状況が生じ，英米が条約により日本で開港地を得ることに
なった。そして日英協約を除けば，アメリカは，オランダの特権，つまり最恵国待遇まで獲得
した。それにより日本は考え方を改め，西欧的発展を利益と見なし，その目的実現のためにオ
ランダを選択している。そこでオランダはこの日本の選択に応え，日本での我々の商業・政治
的優位を確立することが重要である。さらに商館長の報告から，かなりの商業拡大の余地が見
出される。すなわち“目下我々は日本で非常に本質的な利害があり，これを私欲がないとの理
想的表明により犠牲にしてはならない”し，さらに現在アメリカが，日本を通商のために開国
する見通しがあり，そこで“現状で，彼らが我々と競争しようとしているこの瞬間さえも早め
ることは，我々の利害に反するだろう。我々は我々にこの競争に対して準備させるため，この
開かれた展望と残された時間を，熱意をもって利用しなければならない。しかしながら差し当
たり我々側からは，他国に日本との通商を共有させるために，何も行うべきでない”」と纏め
られるSU）。
　この報告書の終わりに，要点を整理している。それは①長崎港における旧来のオランダ貿
易の確立②下田・箱館の状況と同じく，長崎来訪を許可された諸外国民への自由③英米が獲
得した，そして彼らと他の諸外国により獲得された全ての特権をさらにオランダに保証するこ
と④他国が同じ目的で条約締結を望むならば，上述の第3項に該当する特権を得ることを，
その国にも認める予備声明を日本政府が行うとのことである。
　この報告書を作成する際の指針として「国王に為すべき提案の基本方針として役立つため，
予備的な決定が求められる日本問題に関する諸点（Punten　betreffende　de　Japansche　Zaak，
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waarop　voorafgaande　beslissing　wordt　vereischt，　om　te　dienen　als　grondslag　voor　de　aan
den　Koning　te　doene　voorstellen）」と題した覚書が作成されており，それはこの報告書を含
む文書の中で見ることが出来る。その中では現在の日本問題に関して広範囲に，また簡潔に検
討されている。そこではまず，①1855年にもう一度蒸気船を派遣しなければならないか②日
本への蒸気戦艦の配送③締結すべき条約に関する交渉者に権限を与えること，そしてその階
級との3点が箇条書きに検討され，その後さらに26項目の問題が検討されている。後者の
中で興味深い問題は，まず密輸は以前以上に今，オランダ人が得なければならない信用を当然
損ねるので，これに対し強力な罰則を実施すること，そして看板貿易SS）の廃止に関する問題
で，商館長は可能な限り，その貿易を自由貿易にすることが良いとしているが，不可能な場合，
オランダ官吏が看板貿易を引き受けること，また長崎貿易を拡大すること，そして配送される
船の対価商品を受け取るために，オランダ船が制限なく発送出来るとの日本側の譲歩を得られ
たことから，とにかく差し当たり数年間，日本との長期的で活発な通行の道が開かれたとして，
この瞬間に最大の注意を払うに足る等である57）。またここで日米・日英条約のような条約の締
結は，日本政府により要求された船の配送よりも得るものはないと思われる，という強気の発
言も見られる。このために信用貸で少なくとも1，500，000フルデンが充てられるとしたが，結
果的には二倍稼ぐことになるとも予想しているSS）。
　その後具体的に，日本政府から二隻の船が要求された。そこで海軍省と連絡をとり，日本政
府の負担により，オランダの民間造船所でスクリューコルベット艦を作ること，そしてその模
型は将軍への贈物とすることを提案した。ここで問題は，このコルベット艦建造中に，日本が
戦争に巻き込まれる可能性であった。その際には戦艦の発送はせず，必要ならばオランダ海軍
で使用することにした。そして配送の時期は，とにかくまず一隻を1857年に，そしてもう一
隻も場合によっては，決して1858年以降にはならないとの言質を付与することにして，日本
側の蒸気船所有の強い要望に十分配慮した。さらにその際，日本は海事関係の専門家を必要と
しているので，このような用件を日本が“他国に頼まない”ように，“我々が”この人物を提
供することを重要な利害であるとした。日本は，当時の西欧先進技術の象徴であった蒸気機関
の原理を，習得することを特に熱望していた。それを知るオランダは，その原理を分かりやす
く理解させるために，コルベット艦の模型を大き目に作り，またオランダ語を日本に広める目
論見から，その際完全な低地ドイツ語の説明書をつけることが相応しいとした。日本が待望の
蒸気船を得るまで，その高まった欲求を押さえるため，とにかく模型は1856年中にバタフィ
アから発送することを約束し，そして本件に関し，遅滞なく海軍省と協議に入り，最終案への
必要な提案を早期に国王に行うこと，そして時期を守り日本を失望させないことが重要である
とした。同時に日本政府が，艦船やその必需品に関する価格表とその説明を要請してきたので，
海軍相に対し，ファビウスが日本再派遣のため今月末東インドに発つことになっているので，
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その前にこれらを得たいとして，早急に回答して欲しいと要請している59）。またその後植民相
は東インド総督の報告から，新開港地下田・箱館で始まると思われる貿易に関して，日本から
さらに軍需品の要請がありそうだとの日本商館長の仮定を受けて，「この問題が差し当たり仮
定として話されており，そこでこれに関し更なる情報を待つことに問題はないとのことは，私
には特別喜ばしい」と回答し，現在日本からの多大な注文を東インドでは満たせない状況を理
解しながらも，それに対処するよう，東インド総督に注意を喚起させている6°）。
　植民相は東インド政庁の報告から，科学器具やその模型，またオランダ語の学術書のコレク
ションを出島に届けることが，西欧の優越を日本人に明らかにすることに役立つとして重要視
した61）。これは日本での注文を増やすことだけではなく，それにより出島商館員，ひいてはオ
ランダへの尊敬が生まれることを期待したと思われる。しかしこれに関する問題は，現在未だ
看板貿易借人の借権が残っており，政府がそれらの諸器具を発送することは，看板貿易借人の
権利を侵害することであった。1856年まで現看板貿易借人ドゥ・ヴォルフ（A．J．　J．　de　Wolff）
が借権を有しており，契約によれば政府は銅・樟脳・着物・科学史関係のものと藩主の返礼品
以外は，日本の商品を注文または受領出来なかった。そこで東インド政庁は，この看板貿易は
直接政府の管轄にすべきであり，契約失効の1856年まで待てないため，借人を買収すべきと
植民相に提案している62）。
　植民相はオランダの利害から，オランダの日本との政治経済関係を確立・向上させるため，
現在の長崎貿易とその拡大ぺの日本側の依頼を活用することを，不可避と考えていた。商館長
の看板貿易廃止の提案を，東インド総督と東インド評議会が同意していることもあり，そこで
オランダ政府が直接，妨げられることなく貿易を実施することは明らかに必須条件であり，そ
の貿易の一部を賃貸して，第三者の権利にすることには一致出来ないとした。つまり政府が一
個人の権利のために，その目的や活動を妨げられてはならないとしたのであった。現状でオラ
ンダ政府は必然的に取引人を選び，商品の輸出入を自由にすべきであり，それが貿易の拡大に
繋がり得るとした63）。
　この件について東インド総督は，商館長が提案した看板貿易廃止には一致したが，その後は
政府を犠牲にして，日本貿易を限りなく自由貿易にする提案をした。ただし日本との通商条約
が結ばれていない限りでは，これを不適切と見なし，その場合には政府官吏が全ての貿易（本
方貿易と看板貿易）を行うこととしているan）。さらに東インド総督は東インド評議会の助言を
付しているが，それによると，「以前における出島の状態は，若干名のオランダ人官吏の国外
追放以上には，評価されていなかった。彼らは隔離状態から生じる物質的特権で，僅かに償わ
れた。数年来この状況が変わり，以前に存在した日本人のオランダ人に対する疑念や不信は，
打ち解けた態度や信用に変わった。この優れた成果は商館長ドンケル・クルチウスの御蔭であ
り，また商館医ファン・デン・ブルック（J．K，　van　den　Broek）や海軍中佐ファビウスも，
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非常にそれに貢献した。日本政府がオランダと東インド政庁に好意を示すように，またそれを
促進するように試みたドンケル・クルチウスと，優れた業務を行ったファビウスとファン・デ
ン・ブルックに，総督が特別な満足を示されることを御願いしたい。彼らの行為により，既に
部分的に好ましい結果が現れており，そして結果的にオランダが困難や犠牲を伴うも，鎖国制
度にゆるぎなく頑強に服従することにより，成果を上げるべき展望が開かれている」と纏あら
れる。さらにまた「日本貿易で，今までよりも高い収益を上げなければならず，そこで看板借
人制度を廃止することは不可避であるとし，聡明な高級官僚（ドンケル・クルチウス）の意見
と完全に一致する」と書かれている65）。
　東インド総督はスンビン・ヘデー両号（Soembing，　Gedeh）の日本派遣にも，現在の東イ
ンド艦隊の蒸気船数を考慮して，「どれほど日本問題にとって重要であろうとも，東インドの
利害には不運だ」として，その派遣を拒絶した66）。そこで植民相は，オランダ本国からアムス
テルダム号（Amsterdam）以外にも，なお三隻の蒸気船を東インドに送ること，そしてさら
にオランダ本国で熱心に努力しているオランダ海軍の拡大により，今まで以上に，よりよく東
インドの業務を満たしうるだろうと東インド総督に述べ，この件を促進させようと努力した67）。
　日本との条約締結の任務を帯びていたファビウス中佐は，彼の先の日本航海に関する報告を
作成した。日本との条約が望まれた理由は，オランダが日本では他国と比べ特権的待遇にはい
たものの，それは日本の好意に基づくもので，明確な条約に基づくものではなかったからであ
る。つまりオランダにとって，特に長崎でのオランダ人への待遇改善を明確に規定することが，
今後の長崎オランダ貿易にとって重要と思われたのであった。ファビウスは，首尾よく日蘭暫
定協約（1855年11月9日調印）を締結した報告をなし，植民相はこの件について喜んで国王
に報告している68）。そこで植民相は，東インド総督にこの情報を伝えた69）。更にファビウスは，
自身の任務を振り返った日本問題に関する膨大な報告書も提出した7°）。この詳細で膨大なファ
ビウスの日本報告書により，植民省で今後の新たな対日貿易の指針が熟慮された。これは外務
省との国王への共同報告書としてあらわされた。この文書は，オランダ本国植民省で日本問題
を処理していた植民省歴史図書部門G部（Historisch　bureau　en　bibliotheek），（所謂“日本
部局Japansche　afdeeling”と呼ばれていた）のクラッベ（H．　T．　Krabbe）が作成した「1856
年2月に届いた日本文書要約の覚書」と「1856年3月に受領した日本文書要約の続覚書」を
含み，一連の日本問題の展開が概観出来る71）。
　国王への共同報告書の中で植民相と外相は，まず現在の日本問題は植民地だけではなく，ヨー
ロッパの政治的利害に関わると位置づけ，そこで日本におけるオランダの政治的商業的地位を
向上させることを考慮して，日本の改革・前進の途上で，その渇望に力強く対処するとした。
しかしながら，我々側から自由貿易のために日本を開国させるあらゆる直接的な試みを，差し
当たり中断することは，全く理にかなっているように思われると判断した。つまりその間に，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　99
　　　　　　　　　　　　　　　　　　小暮　実徳
オランダは自らの利害の中で既存の日本貿易を拡大し，また将来に起こる他国との競争に準備
することにしたのであった。その後にオランダ弁務官ドンケル・クルチウスやファビウスの日
本における活動の成果や，条約交渉の経緯等が述べられている。
　そこではオランダ弁務官が，条約交渉が困難なため，暫定的協約を提案し締結したこと。
そこでオランダの長崎での旧特権確保や，出島でのオランダ人の隔離制度の廃止，そして彼ら
の個人的自由，他国が獲得する諸特権がオランダに均露されることは達せられたとした。さら
に出島水門の鍵がオランダ弁務官に渡されたことにより，貿易に関しオランダ人の面倒な手続
きがなくなり，出島がいわばオランダの保税倉庫（entrep6t）になったということをも述べて
いる。
　さらにオランダが日本問題で，単なる物質的（蒸気船等）や知的（専門家等）な意味におけ
る貢献以上に，日本の発展に影響を与える強力な手段として，日本におけるオランダの文化的
影響（Zedelijken　invloed）をも重要視した。つまりオランダが日本の欧化政策の中で，物質
的な援助を強力に推し進めることと並んで，日本をオランダ文化の影響下に置くことが，総じ
てアジア全体のオランダの影響力に大きく貢献する重要な用件と考慮したのである。これはま
た英米等が行うと思われる，物量に物をいわせた日本への援助政策に対抗する手段としても，
有効に機能すると考えられた72）。そこで東インド総督は，日本に派遣される官吏の性格を，出
来る限り配慮すべきとした。ファビウスも報告したが，オランダ人官吏の密輸等の不正は，日
本に滞在しているオランダ人全体に著しい悪影響を及ぼすからであった73）。またオランダ弁務
官は，長崎に来訪する商船の増加に伴い，同地の治安維持のため，新たに軍艦が長崎に派遣さ
れるよう要請した。この件は常に東インド総督の反対に遭ったが，この報告書内では今年新た
に戦艦一隻を，日本に派遣するとの提案に対するあらゆる異議は断念されるとされた。日本の
蒸気船購入に対する支払い手段に関連し，商館が金額に制限なくリンネル製品を，看板貿易に
おける公開競売のために輸入出来るとの商館長が得た認可により，ヨーロッパのリンネル製品
に関する日本政府の貿易独占を廃止させることも，日本との将来の通商関係で，我々にとって
紛れもなく極めて重要であると指摘されている。この件については既に1856年に商品がかな
り販売され，少なくとも20，000枚の送り状が出来たということが報告されており，期待を持
つことが出来た。この貿易は日本で，オランダ製品の重要な商品捌け口を作ると思われた74）。
さらにオランダ弁務官は，「日本との関係は，商業関係をも含め全く最高であるが，しかし我々
は特に現在他国に先行するために，何も疎かにすべきではない」とも報告している。
　オランダ弁務官は日本からの支払を獲得する手段の一つの試みとして，長崎一中国航路を確
立し，そこで日本に豊富にあろうと思われる石炭を，中国の開港地に運ぶ計画を日本当局と話
しあった。ドンケル・クルチウスは，日本がこの計画に踏み出せないならば，オランダが小型
蒸気船を購入し，長崎に送ってほしいと要請した。植民相はこの計画は魅力のあるものとしな
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がらも，日本からの輸出品の点で，この貿易が実験状態である中，そのような船の発送には踏
み出せないとし，これは実際，全く推論上で語られているとした「p）。またこの件に関して注目
されることは，東インドから鉱山技師を日本へ派遣することである。当時蒸気船の時代となり，
石炭の需要は非常に高まっていた。そこで日本貿易を首尾よく実行するためにも，石炭の確保
は死活問題であった。これはまた当時日本貿易で抱える，輸出品が少ないとの問題にも関連し
ていた。すなわちそれを補う目的と，また日本に新しい産業を創出するとの目的としても，日
本での石炭採掘は，今後の商業の鍵であった。東インド総督は，現在東インドで鉱山技師を一
人も欠かせられないと報告していたが，これは日本のためだけではなく，間接的に我々のため
とし，「東インド政庁が，若干必要性の少ない鉱山関係業務について，一時的に軽減すること
を，第一署名者は揺らぐことなく確信している」と植民相に言わしめたのであった76）。
　ファビウスは，日本からの100，000丁の銃の要請や，さらに日本政府が注文した二隻の船の
支払に，既にヘデー号で2000両の小判をバタフィアに送ったことを報告した。さらに彼は，
このようなことは日蘭政治的関係の中で最も大きな利害であり，そしてこれはオランダ貿易と
工業の利害でなされるもので，単に日本だけの利害ではないこと，さらに肥前公も造船所等の
建築を要請しており，この件はオランダの商工業に，非常に好意的な結果をもたらすとして，
オランダ本国の利害を訴えた。そしてオランダ政府の新しい貿易への懸念に配慮して，まず翌
年小規模に，彼が提示した様々な商品を，バタフィアの商人が日本に配送するとの試みを提案
し，そしてさらにこの試みが不利益であるとは露とも思っておらず，直ぐにより拡大された長
崎貿易に展開すると植民相に述べている”）。
　（4）日本におけるオランダの優位に関する東インド政庁の懸念
　1855年日蘭和親条約が結ばれる見通しになった際，この条約では，オランダの長崎におけ
る特権が明記されていた。これは旧知であるオランダが，日本の“親戚”として優遇された結
果であり78），長崎でのオランダ・中国の特権が公認されたことと考えた。すなわちこれは，他
の諸外国よりもオランダに好意を与えるとの日本側の言質を，長崎奉行が実行した結果と考え
たのである。ドンケル・クルチウスの努力により日英条約では，オランダの既得権を認めるこ
とが明記されていたが，日露条約や日米条約では，オランダの特権に付いて触れられることは
なかったのである。
　オランダ本国にとっては嬉しい知らせであったが，これに対し東インド総督は，英米仏が，
日本の開国を遅れさせるような口実に対して，必要な場合武力を用いてそれに対することは明
らかであり，それにより我々の立場は，非常に危険になると強く抗議した。また各諸列強は日
本問題の件で，オランダに嫉妬しており，また誤解している。そこでこの仮協約・最終的条約
により，この嫉妬・誤解はさらに増大することになろうと述べた。彼は条約・協約により，オ
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ランダだけの権利を獲得していく本国の指示に修正を求めた。彼は日本でのオランダの一定の
影響力をほのめかし，またこれが実際よりも大きく見られていて，問題になっているとも指摘
しつつ，しかし他国にもオランダと同権が与えられる条約等を結ぱないことを提言した。つま
り彼の考えでは，条約で権利を明確にせずとも，現在日本が持つオランダへの信用から，この
ような権利が，オランダに認められることを良しとしていたのである79）。
　すなわち東インド総督は，諸外国との関係で，日本の平和状態が維持されるか否かを危惧し，
何かの際には間違いなく，オランダが困難な状態になると懸念していた。そこで日本と諸外国
との戦争の際，オランダと蘭領東インドを危険に晒すよりも，とにかく一時的に日本を諦める
ことを選択するとした8°）。次いで現在オランダ弁務官が，オランダにとって最高の利益を得る
ように努力していると述べながらも，そこでオランダの“主目的”がかなり後退していないで
あろうかと問うた。つまり彼によれば“主目的”は，オランダと同様の権利で日本の諸港を他
国のために解放することと，そして民間貿易を可能にすることであると改めて強調した。そこ
でオランダだけの有利な条約や通商機構を得ることは不可能であるとした。さらに日本で既得
権以上の特権を得るべきではないとして，日本の将来や日本と我々自身の通商関係さえも，長
期的な基本方針を確立出来るとは見なせないとして，本国の，オランダだけの利益を追求する
目論見を牽制した。すなわち全ての国に同権が認められるべきだとした。そこでこの書簡の結
びには，「私はこの見解が，閣下の“より賢明な”判断に服しますよう，慎んで御願い申し上
げます」と，植民相に述べている8’）。
　植民相は，このような東インド総督の日本問題への消極的な姿勢に対し，日本でのオランダ
の利害を促進するため，ファビウスの三度目の日本遠征を認めた。またオランダが，他国より
も若干多い特権を日本で認められたが，日本を他国のために更に譲歩させるように試みること
をも，諦める必要はないとし，また日本との良好な将来の関係を期待した82）。しかしながらそ
の後植民相は，先の東インド総督の見解に関して，本状でこの諸点を述べることは余計であろ
うとしながらも，もし日本問題で危険と思われた際一時的に日本を諦めること，そしてオラン
ダの“主目的”，つまりオランダが日本の鎖国制度を廃止させ，また諸外国の民間貿易のため
に，日本の諸港を開放する試みに関して目を逸しないとして，東インド総督の意見を共有した。
そしてこの逸脱は本国の指示と対立することと確認した83）。
　⑤　オランダに好意的な状況における対日政策一
　　　1855年日蘭暫定協約・1856年日蘭和親条約締結から日蘭追加条約へ
　日蘭和親条約に繋がる暫定的協約が締結されたとの報告は，オランダ貿易会社
（Nederlandse　Handel－Maatschappij略称NHM）°「）のバタフィア支社を，オランダにとって
大きな特権であると喜ばせた。それは既存の日蘭貿易の堅守に基づいており，オランダの日本
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での制限貿易を規定していた。その後日蘭追加条約（1857）が締結されることになるが，オラ
ンダでは，この追加条約を日本の将軍に献上したスンビン号の返礼と見なしていた。オランダ
第二議院では，特に自由主義者達が“余りに小さい返礼”として，この制限貿易に対し大きな
失望を唱えることとなる。その際政府側としては，日本は少しずつ特権を与えていくので，将
来に期待が持てるとの苦しい釈明をしているas）。しかし実際当時の史料によれば，この制限貿
易はオランダの日本貿易独占を意味し，政府は大満足であったのである。NHMのバタフィア
支社は，NHM設立の趣旨に応じ，「オランダ貿易と海運のため，新しい泉を追う」として，
東インドの生産物とヨーロッパの工業製品を積載したオランダ船を長崎に発送し，そして日本
商館の監督下で，我々の指示を受けた人間に売却を委ねる許可を，東インド総督に求めた。
NHMは，決してこの遠征隊で巨大な利益を獲得しようとは目論んでおらず，むしろ最初は損
失が出ようが，それにひるまないことにより，日本での輸出入商品を認識することが出来よう
とした86）。
　この件につき東インド政府の植民地産物及び貯蔵局長（Direkteur　van　Produkten　en
Civiele　Magazijn）は，「現状では日本の藩主の要求を満たすことにより，利益が得られるか
どうかは非常に不確定である。それは日本の藩主等が安値で，必要品を得ようとするからであ
る。そこで銅や金，またはこちらで望まれた品物で要求品が支払われれば，異存はない。しか
し品物は看板貿易借人のみが扱うことが出来る。そこで既存の仕法を続ける際，日本からの輸
出品がある場合にのみ，オランダ政府の費用でなら続けることが出来る」と本件に否定的見解
をなした。そして「このような貿易が実施されても，現在看板貿易借人は比較的小額の送り状
の発送から，300～400％の利益を獲得しており，看板貿易借人に損害を与えることはないが，
政府にとっては，妥当な金額に対して巨額の商品の発送，またその距離的な問題により，大き
な損失に向かわざるを得ないだろう」とも判断している。さらに日本が西欧の優越性を認識し，
そしてオランダに様々な品物を要求し，もしこれらの要求を全て応えられるならば，すぐに看
板貿易基金が何百フルデンにも上るだろうとした。そこで彼は政府の費用で，この貿易を拡大
することは不得策であり，オランダの利害を考慮し，NHMのような見識があり力のある貿易
団体が，その知識・経験・資金をそれに費やすことが，望ましいと判断している。そこで
NHMがこの貿易を自ら実施することは，東インド政庁としては問題がないが，看板貿易を東
インド政庁の負担で拡大して行うことには，東インド政庁にとってあまり望ましくないとの見
解を，オランダ弁務官に伝えることにした。それにより日本当局には，民間人による貿易によ
り最も安価な方法で，彼らの必需品が満たされるとの保障を示すという見解を，東インド総督
に報告しているe「）。東インド評議会も植民地産物及び貯蔵局長の見解を受け，NHMの試みを
支援すること，さらにNHMが日本貿易の現状を正確に知らないため，内密に必要な情報を
与えることにした88）。以上の見解を受け東インド総督は，まず日本政府が認めないものを東イ
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ンド政庁が認める資格はないとしたが，日本政府の異議がなければ，オランダ商館長に伝える
こととし，さらに東インド政庁は本件への協力・仲介に問題はなく，NHMが出島商館の仲介，
または仲介なく，自己責任で商品を出島商館に発送することを妨ぐことはないと決議した89）。
当時東インド総督は，看板貿易のような独占状態は，日本で更なる港を民間貿易や諸外国の貿
易のために開港するという目的のために，現状では“手段として”必要であるとの見解を示し
ていた9°）。しかしながら現状は認めるにしても，近い将来には自由競争に基づいた自由貿易に
移行する展望を持っていた。
　当時オランダ本国では，日本が鎖国制度を維持する中で，日本の注文を満たす積りはないと
述べながらも，現在は諦めず，我々の商業のために日本の必要品を満たすという，非常に相矛
盾する発言が頻繁に現れる。すなわちこの試みにより日本が対外貿易を評価し，そこで日本自
らが変革することに間接的に貢献するとの理想を掲げるが，実際は自国の貿易収益を最大にす
る努力であった。東インド総督，東インド評議会，さらにはドンケル・クルチウス・ファビウ
スも，出来るだけ早く，日本における民間人の自由競争に基づく自由貿易を薦めたが，そのよ
うなことを植民相は，現在日本の利害とも，オランダの商業的政治的目的とも一致しないとし
た。つまり現在は日本貿易の移行期であり，そこで民間商人の利害むき出しの貿易の状態に，
直ぐに日本をおくことは勧あられないとした。また日本におけるオランダだけの特権に対する
諸外国の嫉妬から，衝突になることを恐れ，そこで日本への直接的な試みを辞めるが，しかし
オランダ自身の利害を疎かにすることなく，完全に自国の商業政策を展開し，日本のために，
その工業や鉱山採掘等に寄与するよう指示した。すなわち本国は日本問題を徐々に，段階的に
進めることを求め，さらにこのような段階的な進展ならば，“全く日本人にも出来る”と正当
化した9量）。さらに最新の指示書として東インド総督と確認したことは，もし我々が漠然とした
ものに従わねばならないときには“我々は鎖国制度に日本を据えさせる”ということであった。
そこで我々の日本貿易が未だ試用期間である場合，日本に様々な品物を，大規模に発送するこ
とは不得策として控えることとした。しかし日本の要求に役立とうと努力することで，間接的
に日本人に対して，外国貿易に注目させる貢献を行うとした92）。
　この発言が極めて重要であるのは，後にオランダはヨーロッパで広まった“オランダは，自
国の利益のために，日本を鎖国制度に留めさせようとしている”との流言に対し，強力に異議
を唱えた。そこでオランダの貢献を，史料的根拠を挙げて反論するため，バタフィアの官吏で
あったファン・デル・シェイスは『オランダ日本開国論』を執筆した。そしてKITLVが，そ
の著作の出版を支持し，政府の同意を受け，さらに国王への献辞を付けて出版したのであった。
しかしそれは流言ではなく，本国当局においては真実だったのである。
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　（6｝植民相パヒュットと東インド総督ダイマール・ファン・トウィストの対立
　東インド総督ダイマール・ファン・トウィストは，オランダ本国の政策にほとんど一致出来
なかった。そこで彼は“私は日本問題に関して，本国政府と日本商館長間の，単なる仲介者”
と言い切った。それに対する返答として植民相パヒュットは，東インド総督への書簡の中で，
「上級政府の発せられた諸命令を実行する限りでは，そのようなことは理由なくはないように
思われる」としながらも，しかしそれは「日蘭間の政治的関係が，既存の諸規則の中で修正を
必要としない，すなわち適切で，合理的に物事が処理されている場合である」とし，さらに
「東インド政庁は多くの観点で，日本問題の知識を持ち得るし，持つべきであるが，それは本
国政府の周りに同じ程度には存在しておらず，しかしながらそれは諸問題の指導に，即座に影
響するものである。つまり東インド総督の職命は，単なる仲介者では全くなく，日本問題への
指示を確定させるため，文書報告だけではなく，とりわけ有効で，動機づけられた観察と助言
により，本国政府に情報を完全に提供することである」と指摘して，東インド政庁の立場を確
認させている93）。さらに植民相は日本問題に関する処理の遅れについてをも苦情を述べた。こ
れに対し東インド総督は，日本との通信の現状と，本国に適切な考察と助言をするためには
“丸一年”かかることもあると，そのような異議を否認した94）。
　その後植民相は，日本貿易の様々な問題において東インド総督に，“中道”を進むことが望
ましいと思われると述べ，本国の指針と対立する東インド政庁の態度に自制を求めた95）。しか
し時期を同じくして東インド総督は，先の3月8日植民相から意見を諌められた半公文書書簡
に対し，「日本問題に関しての閣下の見解は，かなり私のものと異なっている。私はこの要件
の撤回を，無意味だと見なしている」として，対立を先鋭化させた96）。この直後，彼は辞職す
ることになった。彼は植民地経営でも本国植民省と対立していたが，この真相をここでは扱え
ない。しかしこの時期オランダ本国で，植民相パヒュットの提案により，日本問題に関する蘭
領東インドの本国に対する立場が確認されている。そこでこの件に関する東インド評議会の意
見・処置等に対する政治的基本姿勢が決められ，国王の名において決議された97）。すなわちこ
のような日本問題における本国との大きな相違も，彼の辞職に大きく関係しているとも言えよ
う。そして驚くことに植民相であったパフユットが，その後任の新東インド総督に就任してい
る。彼は東インド総督として受領した国王の決議文書に対し，「私は日本問題で貴下に一致し
ている。」と新植民相マイヤー（P．Mijer）に明言し，そこで日本の要求に対して制限なく援
助を与えることを述べた98）。このオランダ本国と東インド政庁との意見を一致させ，円滑にア
ジア・日本問題を対応しようとしたことは，オランダ本国にとって日本問題が最重要用件になっ
ていたことを如実に示すものと言える（99）。
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　（7）植民省内の対立一植民大臣と“日本部局長”クラッベ
　日本での海運・通商の問題に関するシーボルトの提案があり，そこで植民相は外相との国王
への共同報告書を作成することを決め，その件を所謂日本部局のクラッベに依頼した。彼は報
告書を作成する一方で，しかしながらこのシーボルトの提案と植民相・外相の共同報告書に強
く異議を唱える覚書を提出した’°°）。
　シーボルトは過去の日本での経験から，「抜け目なく，ずる賢い日本の政治家は，1854年以
来海上諸国家と締結した条約条項が，結局は北太平洋の通商の進展や新旧世界の文明化された
海上通商諸国民の期待をも満たさないことを，十分理解している」として，日本への圧迫手段
の適用を進言した。しかしクラッベは，このシーボルトの提案に強力に反対した。つまり最近
のファビウスやドンケル・クルチウスの報告を，多少それは興奮と誇張があるとしながらも，
彼らの意見を否定すべきものではないこと，また現在の日本はシーボルトの時代とは異なって
おり，さらにシーボルトが「我々の分厚い文書に眼も通さない」ことで，最近の状況を認識し
ていないことをも指摘した。そして以前の誇張された立場と比べ全く小さいものと見なされる
が，現在日本でのオランダの立場は，今までの日本の要望に対処し，行き過ぎの圧迫手段を注
意深く避け，継続して助言を与え，思慮深い互恵的な進展をなしてきたこと，すなわち一度決
めた目的を，日本の性格に沿う手法で，系統立てて保持してきた御陰であるとした。そこでシー
ボルトの主張する圧迫手段の適用が，ただ日本にとって，自身の要望を満たせないかどうかの
二者択一を提供するならば，おそらくこの手段は理性的であるとしたが，しかしクラッベは，
現在日本が様々な大海上諸国家と関係を持っており，他国にその要望の実現を求めることを懸
念した。
　すなわち日本でのオランダの地位を，直ぐにでも占めたいとするこれらの海上国家は，現在
様々な旧来の制約が取り外され，オランダが自身の利害でこれを判断し得るならば，かなり拡
大されると思われる，このオランダの制限貿易に甘んずるだろうと判断したからであった。
　さらに今後日本は，否応なく自由貿易に移行することが予想されるが，日本でのオランダの
政府貿易に民間人を入れるとのシーボルトの提案にも同意できないとした。つまりオランダに
とってよい状況でなければ，鎖国制度に日本を留めることを固守したかった。しかし軍需品発
送が，オランダの名誉を損なっていることを危惧し，他国に善意の証明をするため，日本から
の新たな軍需品要求を満たすことを各国との共通利害の中で行わないことにした。そこで日本
との関係を断つ必要性を回避することにした。
（8）対日修正政策一緩やかな圧迫手段を用いて
一時は前進したと思われた日本の開国が停滞する中，オランダ本国では，上述の日本からの
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軍需品要求を満たすことで生じる国際的非難を危惧することとなった。しかし現在日本が，オ
ランダに欧化政策の必要から求あている“実益”を見捨てるわけにはいかなかった。そこで
“日本により早い開国を要求する政策への見直し”と題して，対日修正政策を検討した。そこ
で決められたことは，日本から要望があった長崎海軍分遣隊は残すが，更なる軍需品の要求に
は応じないこととした。そこでその規定により，長崎分遣隊へ将校・人員を拡大することは，
差し当たり控えることにした。そしてこの文書は，上級政府の新しい見解を含むものとして東
インドに報告され，これに十分に注意し，状況に適応する指示が行われるべきとされた’°’）。
　この修正された対日政策は，日本での自国の利益を慎重に獲得するために規定された。すな
わち今までの努力を無にすることはせず，日本関係で生じると思われる衝突を出来る限り回避
し，その中でオランダの商業的利益を追求することにしたのである。
　（9）日蘭貿易の刷新と当時のオランダ対日関係の状況
　1856年1月の日蘭和親条約は，前年結ばれた暫定的条約を基本的に踏襲したものであった
が，その際日本側に，オランダが獲得した譲歩や権利を縮小させる傾向が認められた。また
その後，商館長が提案した商業規定を含む追加条約に対しても，日本側からほとんど良い反応
が得られなかった。このような状況の中で植民相は，植民相・外相による国王への共同報告書
を作成した。それは東インド総督にも発送され，対日政策が指示された。この共同報告書での
要点は，①1856年1月30日の日本との条約を批准すること　②日本への圧迫手段の適用を決
めること③ドンケル・クルチウスの条約交渉に関して若干の所見を行うこと④日本の開港
地で，普通そして完全に自由な民間貿易の獲得に向けて，全力で業務を続けることであっ
た102）。
　その報告書内で注目されることは，②と④の関係であろう。つまりオランダ政府は，今まで
日本貿易をオランダ政府が行うことで，その利益を政府で独占しようとしていたが，箱館・下
田で民間貿易の端緒が開かれたため，この貿易を民間人の貿易に委ねると決めたことである。
つまり今後日本政府は，もしオランダが軍需品の配送を拒否した場合，箱館・下田でも，他の
外国商人から必需品を獲得する見通しを得ることになったのである。しかし現在出島商館の存
在が，オランダに大きな利点をもたらしており，上述の両港で即座に貿易が拡大することはな
いとの判断から，日本の武器要求に関し，差し当たり緩やかな圧迫手段を一時的に適用するこ
とは，オランダ政府のために“そのようなものとして（als　zoodanig）”問題がないとした’a）。
　圧迫手段とは具体的に，日本が改革・自由貿易の道に進まない限り，差し当たり日本からの
軍需品の注文を拒否すること，さらに出島のオランダ海軍分遣隊の活動に，日本が要求した砲
兵・工兵隊を加えることを拒否することであった。そしてその適用への前提は，三点から構成
されていた。まず第一に，日本側の既得権を制限する傾向と時に意味のない旧慣習・思考方法
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への固守，第二に，追加条約に関する日本の態度，第三には，大海上諸国家に対する日本と我々
の利害と関連した中国における状況　に基づくとしている。しかしながら，日本の知的工業的
発展に力を貸すことから，スンビン号を良好に維持すること，オランダ海軍を出島に残すこと
は指示され，また約束した船の配送は満たすとした。さらにオランダは，この圧迫手段を即座
に手放すことが出来，この固執により我々の商業的利害が犠牲なることを見逃せないとも判断
しており，この手段適用の失敗により，全てを失うことを極度に警戒している。またオランダ
の対日貿易を改善する中で，まず看板貿易を民間商人が実施することへの移行は，長崎警備担
当の肥前公も問題がないとしており，さらに当時停泊していたオランダ船の一隻を船長から買
おうとしたことを考えると，大きな問題にはならないだろうと判断している。本方貿易を民間
商人に譲渡することは，克服しがたい問題が生じるだろうとしたが，僅かな安定商品を政府が
扱っているだけなので，必要な場合この件は例外として，政府が留保しても良いとした。しか
し日本の要求は軍需品が多く，そのようなものを国家が中心となって日本に配送することは当
時好まれないので，軍需品配送を控えるとした。すなわち如何なる場合においても，今後軍需
品は本方貿易商品とは見なさないこととした。そこで翌年の日本からの注文を受けるため，二
つの異なる民間商社をオランダで探すことを考えた。また未だ鉱山への訪問許可が得られてお
らず，さらに日本側からの支弁が確約されていないが，鉱山技師ヒューフニン（Huguenin）
を残すことを認めた。オランダ政府は，この件を日本への圧迫手段として活用すべきであった
として，この点で日本からの譲歩を獲得しなかったドンケル・クルチウスの行動を非難してい
る。しかし日本からの輸出品を獲得する試み，また視野にある日中間航路との関係で，石炭の
採掘が不可欠であったことから，この行動をしぶしぶながらも容認したと思われる1°4）。この
ようにオランダは注意深く日本問題を処理し，現在もまた将来も，オランダにとって利益が最
大になる努力を続けたのである。
　この時期植民省が，東インド総督に日本用件に関する問題を指摘しているが，このことから
も日本問題が一層重要な問題になって来たことが伺える。それは所謂日本部局クラッベが日本
用件で指摘した二点の失望であった。それはまず望まれていた東インドからの情報提供がなかっ
たため，今回日本問題に関し必要な指示が送れないこと，また東インド総督と東インド評議会
の情報提供が常に欠けており，完全に受け取れていないことであった。ここで東インド総督に，
まず蘭領東インドでの日本問題の処理は，間違いなく緊急事項であることに注意を促し，また
同問題の処理が既に終ったときに，本国政府に来る助言は“ほとんど役に立たない”と指摘し
た。また本国では日本問題の処理には，二つの省，すなわち植民省と外務省との連絡が不可欠
で，その事務的な問題から時間がかかり，そこで早急な情報入手の必要があるとの，本国の状
況も報告している1°5）。
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　（10）オランダ本国の失望一1858年日米修好通商条約
　オランダ本国は既存の日蘭関係を十分生かし，日本問題におけるオランダの“国家的名声と
実益”を獲得してきた。しかしこの状況が一転するのが，1858年日米修好通商条約の報に接
した時であった。これによりオランダの対日独占貿易が崩壊し，またオランダが日本にとって
“区別される友人”ではないことが明らかになった。オランダ本国は，この日米修好通商条約
の通知に慨嘆した。
　勿論オランダは最恵国待遇であり，この条約における同権が均露されるのであるが，オラン
ダの特権と目されていた出島の保税倉庫が保障されていなかったため，この点がはっきりする
までは，批准交換の延期が提案された。しかしとにかく遅れを取らず，条約を締結することと
している。以前は国王の名において，植民相・外相が協約・条約に署名してきたが，この際に
はアメリカの例に従い，条約締結に国王の署名を要請したt°6）。そこでその後植民相から外相
に，日本との条約締結に関する諸命令を要請した。この際条約の書式に問題があったが，植民
相は，日本のような海外との関係が浅い国との交渉の中で，書式が常に正確であることは考慮
に入れられないとして，関係公文書を最も早期に準備するために，外務省からの必要な諸命令
を要請したのであっだ゜7）。その後植民相は，条約締結におけるドンケル・クルチウスの署名
に関し国王の権限が与えられるよう外相に要請し，その同意を受けて批准公文書を国王に提出
することになった1°S）。
　この際シーボルトが1856年日蘭追加条約の批准書を運ぶためと，またさらにNHMの代理
人として日本におけるオランダの商業を促進するために，日本へ派遣されることが検討された。
これはオランダ本国の日本政策に関する指導を強化する目的であったと思われる。しかしこの
シーボルト日本派遣の提案に対し，再び植民省内で大きな抵抗にあった。それはまず今まで日
本貿易が民間商人に委ねられるよう努力していたが，シーボルトのNHM代理人として担う
民間商人としての性格は，日本人の目からは，オランダ政府の公的業務の性格と区別がつかな
いと思われること，さらにドンケル・クルチウスの日本問題における処置が本国から承認され
ておらず，彼が日本貿易で必要と思われる情報を政府に伝えることが出来ないような感を与え，
ドンケル・クルチウスの日本問題における指導力と日本当局における彼の権威を，大きく侵害
するだろうと思われたからであっだ゜9）。しかし植民相は東インド総督に，最近ドンケル・ク
ルチウスから受け取った文書からは，日本での古来からの関係により獲得された立場をオラン
ダに保障するという，彼の以前の行動には常に認識されたと同じ活動と，そして同じく活気に
満ちた配慮が，もはや全く存在しないような印象を受けたと彼に伝えるよう要請し，ドンケル・
クルチウスを痛烈に批判した11°）。
　今迄“日本開国を遅らせて”までも，自国の利害を中心に日本問題を進めようと努力し，－
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方で今までオランダは，日本において他国の利害に方向性を示す努力を続けてきたが，「現在
いわば他国により，特に北アメリカ合衆国について行くだけで，そして他国に認められる同様
の特権を得ることを喜ぶ状態になっている。」と嘆いた。植民相は，「私が日本でオランダが他
国以上の特権を認められることを望むべきであったとは，ここでは言いたくない」とし，それ
は今迄のオランダによる無私の政策に矛盾するため，オランダが，他国以上の特権を保障させ
ることはしなかったが，若干の例外が出島の保税倉庫であり，これは“現在我々に開かれた，
植民地産物への広大な市場を確立するチャンス”と望みをかけることになった。しかし植民相
は，「実を言えば，小国の環境と立場がこれを許す限り，日本で他国よりも先行し続け，ただ
他国の旗に従うだけでないとのことを見たかった」と嘆いた。
　植民相は，ドンケル・クルチウスではなく，米領事が日本と新たな条約を交渉したことにつ
いて，ドンケル・クルチウスを答めてはならないとし，またドンケル・クルチウスが，新条約
締結を明確に委任されてはいないにせよ，オランダの最恵国待遇の立場を保障させるために，
新しい条約締結に移行すべきであると思ったと述べていることに対しては，承認するとした。
しかし植民相は，オランダの最恵国の立場は，既に先の条約で確約させているので，この件に
ついて新しい条約は必要なかったことを指摘し，そこで先の条約により制定された立場は，
“かなり修正や向上が出来，そして十分な時間，新条約を結ぶために，確固たる立場に移した”
と述べることが，より一層望ましいと批判した。
　また植民相は，ドンケル・クルチウスがアメリカ人交渉者に盲従する態度を批判する一例と
して，日蘭条約上で表記された通貨の単位が，全てドルになっていたことをも挙げている。当
時既に日本・中国海域での一般的に知られた流通通貨がドルであったことを認めながらも，植
民相は「アメリカ人交渉者に“奴隷のごとく”従う必要はなく，支払い・賠償規定に到るまで，
アメリカ通貨の規定を受け入れる“くだらなさ”を示したこと」を指摘し，そこで「せめてオ
ランダ通貨で表記された条項をドルの価値に合わせること」とし，それにより「最近オランダ
は，日本での政治経済的観点で，他国に遅れを取った」というドンケル・クルチウスが述べて
いた懸念を，「根拠のない」こととして批判した。ここで考えられることは，この条約条項に
よりドルの影響が，アジアで一層その地歩を固めることになったことであり，さらにこの点は，
最恵国待遇条項に関わる問題ではなく，その盲点とも言えた。つまりもしオランダがこの日本
との通貨規定で他国を先んじていたならば，その利点とそれに伴う影響力は，極めて意義深い
ものであったと考えられる。またこの実際上の影響を推定することは困難であるにせよ，とに
かく当時オランダのアジアにおける“国家的名声と実益”にとっては，多大な貢献を為したで
あろう。
　さらに植民相は，日米条約に見られる「西欧諸国にある日本の利害を，アメリカ合衆国が支
援し，日本はアメリカにその必需品を注文する」との条項を，日蘭条約上に掲載することに関
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して「余り必要もなく，妙なことである」としたドンケル・クルチウスと日本人交渉者の意見
を「見過ごさない」と指摘した。つまりアメリカ人はこれを，オランダの特権以上に彼らの特
権を促進するために十分利用し，そこでオランダは，政治的影響，そして貿易・工業の点で，
今後日本でアメリカに遅れを取らないためには，二倍の活動が必要になるとの恐れは抑えられ
ないと述べた。
　また植民相は，ドンケル・クルチウスの最近の交渉における報告と，はっきりとそこで述べ
られたわけではないが，植民相自身がドンケル・クルチウスの書簡から気付いたことを，隠さ
ずに言わせてもらうとして，「日本との実質的条約を最初に締結したアメリカが，なおもまる
で日本と本質的な通商条約を成し遂げた最初の国であるかのように思わせること」が，アメリ
カ人交渉者の“計画”であったと考えられると述べた。またこの計画は，1857年10月16日の
日蘭追加条約の重要な功績，すなわちオランダが最初に通商協約を締結した栄誉を無効にする
ものと思われるとした。そこで植民相は，日蘭追加条約が新条約に取って代えられることで，
オランダの道徳的影響が消え，直ぐにオランダが，通商協約を結んだ一番最初の国であること
を忘れさせてしまうと嘆いたのであった。そこでドンケル・クルチウスが，日本人に1858年
条約を1856・1857年協約の補足・修正であるとしたことに対して，それは1856年協約を未だ
効力の有するものとする態度と矛盾すると智め，先の1856・1857年両協約の条項は，今なお
効力を有すべきとの態度を取った。さらに植民相は，ドンケル・クルチウス自身気づいていな
いが，恐らく彼の，より一層不動の態度とより一層の聡明な洞察力により逃れられたと思われ
るアメリカ合衆国の影響を，受けていたと思わなければならないと迄考えている。
　その後植民相は，オランダが日本問題における優位性を保持することに繋がった諸点を挙げ
た。まず植民相はドンケル・クルチウスの，新条約により出島における特別な状況は失効する
ことは必然とする見解を挙げ，これは全く本国の見解ではなく，またこの状況の維持が条約に
抵触するとのことは，新条約中に見出せないということを指摘した。つまりオランダの唯一の
特権，すなわち保税倉庫としての出島を確保するだけではなく，さらにそれを拡張し，自由で
無制限なオランダの所有にすることを最重要視すると述べている。そこで植民相は，1856年
条約で認められた保税倉庫としての出島を維持するように指示し，そしてそこから生じる利益
を期待している。さらにキリスト教国として，オランダの日本における“踏絵”廃止に関する
件を挙げ，これは日本側から，条約に記載したくないと強く要請されていたが，繰り返し行っ
た強い要求の後，踏絵廃止を獲得した「オランダの名誉」のため，これをはっきりと条約で確
認させることは重要と考えていたとしている。さらに新条約で付記された税則第7則で，手工
業品や羊毛・綿が，同則内第2類で規定された5％の関税に該当する商品として挙げられてお
らず，そこで日本におけるオランダ織物製品の売り上げにおいて，大きな損害に繋がる第4類
（20％の関税）中に分類されることを見過ごせない問題であるとして，イギリスのエルギン卿
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（Lord　Ergin）が，日本でイギリス手工業品を5％関税に該当する商品にさせたことを挙げて，
植民相は，「あれこれの点で，他で認められた全ての好意も我々への利益にするような我々の
条約の条項を，力強く実施するとの配慮を，日本弁務官に指示するために」東インド総督に報
告する積りだったと嘆いている。
　植民相は，この新条約とその交渉におけるドンケル・クルチウスの態度に関する考察の結論
を，全く好ましいものになり得なかったとし，さらに私見として，オランダは日本で，道義的
なものと商業的なものを失ったと嘆いた。道義的なものとは，かつてオランダが日本で他国に
方向性を示す，他国より先行した立場であったこと，そして日本で最も尊敬されている国家
（de　in　Japan　meest　geeerde　mogendheid）であり，それは時に厄介な問題に導く誘引を与
えたが，政治的視点から，日本のための各国の仲介者として，重要な“区別される友人
onderscheiding　genoot”であった。しかし現在は，いわば“強国について行っているだけ”
で，その役割は他国に移ってしまったと嘆いた。商業的なものは，特に米・小麦が輸出出来な
い条項，売却される銅が，まず最初に神奈川で競売される条項，そしてドンケル・クルチウス
氏の意見が正しいとすれば，特にかつて出島で獲得された保税倉庫の立場の維持が，新条約の
諸条項と対立するということが，オランダにとって問題と思われた。
　最後に1858年条約による貿易の新展開から，今後の日本貿易を発展させるために，東イン
ド総督が主導を取ることを期待した。そこで植民相は，日本でのオランダ商人が，困難な他国
との競争に入る中で，我々は思慮と日本人の必要について他国よりも多い知識により，十分な
成果で立ち向かうことが出来るだろうと望みをかけた。そこで日本貿易における政府のあらゆ
る直接的干渉を，出来るだけ早期に終了すべきとの立場がどれだけ完全に支持されるとしても，
とりわけ急速に展開している蘭領東インドのアチェー（Atjeh）北東部における植民地産物の，
将来見込まれる巨大な利益を考慮して，日本と同地域の間に，早期に緊密な商業関係を繋げる
ことが，オランダにとって重要な利益と考えた。すなわち距離的に近い日本で，蘭領東インド
の植民地産物商圏を築こうとしたのであった。そこで保税倉庫としての出島の維持にこだわる
こととした。
　ドンケル・クルチウスは，このようにオランダ本国の信頼を失った。その後すぐ植民相は，
彼から直接私信を受け取った。それによれば，彼がまもなく東インド総督に解任を要請するか，
または既にしたことが伺われた。彼の適切な後任者を探すことは，以前ドンケル・クルチウス
が日本に派遣されたときにも見られたが，相当困難な問題であったと思われる。植民相は以前，
ドンケル・クルチウスが不在の際，長崎海軍分遣隊司令官カッテンディーケ（W．J．　C．　Ridder
Huijssen　van　Kattendijke）がその職務を一時的に代行するとの指示をしたこと，しかしな
がら当時は，彼の決定的な交代について述べたわけではなく，その件はそのままになっていた
ことを振り返った。しかし未だ歯切れは悪いにせよ，この時点では「もし東インド総督が，ド
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ンケル・クルチウスの日本からの召還要求を受け取っていないならば，その間に彼に代わる適
切な後任に関して，少し御考慮して頂きたい」という書簡を，東インド総督に送ることになっ
た1］D。
　㈹　アジア外交への新展開
　このようにオランダは，日本問題で他国と比べ，その優位性を失ったことが明らかになった。
しかしそのことによってオランダが，日本問題を諦めたわけではなかった。日本問題はオラン
ダにとって，アジア全体の問題であり，未だその影響を全く失っているわけではないことから，
その後も積極的に対アジアー日本政策を展開していった。
　当時ドンケル・クルチウスからの報告で，琉球とアメリカ合衆国が条約を結び，当地の港に
アメリカ船が入港していることが伝わった。東インド政庁は，近年同海域で他の諸外国船が絶
え間なく現れており，このような中オランダが示威を発動し，その存在感を示すことが，オラ
ンダの日本における政治的商業的，そして海運に関する利害促進のために重要であると観察し
た。琉球は薩摩公の臣下に属しており，そこで早急に薩摩公とこの件につき契約をすることが
望まれた。そこで日本におけるこの種の利害を拡大することに，遅れは取れないという東イン
ド評議会の助言も受け，東インドから戦艦アジュノ（Ardjoeno）を日本海域に送ることを計
画した112）。植民相は，この計画を強力に支持し，さらに同船で1858年8月18日の条約を批准
することが望ましいと東インド総督に伝えた。
　また1858年条約により相応しい外交官を送る必要が考慮された際，東インド評議会は，そ
の人物は，オランダ国王あるいは，ドンケル・クルチウスのように，国王の命令書により任命
される必要があるとしていた。その場合には日本問題を，植民省と東インド政庁が処理すると
いう既存の立場を修正する必要がなかったからであった。そこでドンケル・クルチウスが，総
領事と外交官を兼ねるように任命されることを望んだが，ドンケル・クルチウスは日本領事に
なる意思はなく，1859年末でオランダに帰国したいと述べていた。そこで現在ドンケル・ク
ルチウスの代行資格人でもある，カッテンディーケを任命しようと考えた113）。しかしカッテ
ンディーケも1858年当時で，二年以上は日本にいないことを伝えていた114）。当時東インド総
督は，東インド評議会の助言により，日本での英露米や他の西欧諸国の例に従い，外交関係を
保つことに遅れを取ってはならないが，差し当たり他国もこれに移行していない限りでは，特
別な人間を任命する必要はないと，植民相に助言した115）。植民相はこの提案に同意したが，
しかし貿易での急速な展開が予想される神奈川は特別であるとした。その際江戸・大坂も視野
に含まれ，我々の貿易に極めて重要になり得るとしている。さらにここでも東インド総督に，
長崎の人員改組を委任しているII6）。
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　（IZオランダの再挑戦
　1858年条約によりオランダが，日本にとって“区別される友人”ではないことは明らかに
なった。しかしオランダが日本問題を諦めることはなかった。その後オランダは一独立国とし
て，日本での自国の権益確保のため，新たな対日政策を展開していくことになる。その理由と
して，当時オランダは，明らかに日本貿易で高い利益を上げていたこと，また蘭領東インドを
有する点で，アジアにおけるオランダの影響は重要な用件であったことに依っだ17）。その件
をしめす象徴的事件としては，後にオランダ本国が，植民省内の対立がありながらも，日本問
題の“第一人者”シーボルトを，日本へ派遣することにも示されていよう。また一方でオラン
ダは，今までの自国の対日貢献を訴え，日本におけるその存在と意義を，世界に示そうと試み
た。上述の「オランダ日本開国論』の出版に関し，政府関係者が大きな関心を持っていたこと
からも，十分理解される1’8）。その後さらに日本が西欧文化受容のため，所謂“お雇い外国人”
を各国に要請することになるが，その際に日本はオランダにも要請した。この要請は，オラン
ダ本国の新しい日蘭関係の展開に関する積極的な取り組みに，さらに自信をつけさせたであろ
う119）。
4．終わりに
　以上，主として植民省の秘密文書を中心に，日本の開国前夜から日米修好通商条約の締結後
までを検討した。これにより当時のオランダの対アジアー日本政策を認識し得た。この日米修
好通商条約に伴う日蘭修好通商条約以降は，オランダ外務省にも日本関係文書が集積すること
になる。そこでこれ以降は，外務省文書をも用いて，オランダの新対日政策を検討する必要が
ある。これらの問題は別稿に譲る。
〈略　字＞
　　MKG＝オランダ植民省秘密文書
　　MKK＝オランダ植民省官房文書
　　MKS＝オランダ植民省半公文書書簡
　　MKZG＝オランダ植民省極秘文書
　　MBuZaG＝オランダ外務省秘密文書
　本稿は，筆者が故金井圓先生（東京大学名誉教授・日蘭学会常務理事）の激励を受け，渡蘭
した主目的の一部である。本稿を恩師に御見せ出来なかった自らの無能は悔やみきれない。そ
のような中，今回本稿執筆の機会を与えて下さった母校明治大学文学部西洋史の諸先生方に，
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記して心から深く感謝致します。
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　Eastem・A　sia　－A　Cγitical　Study　of　the　Potiqy（～f　the　United　States　with　reference　of　China，　JaPan　and
　Korea　in　the　19th　Century，　New　York　l922，　p．　252．
ll）MKG，1850年11月22日A号319／Ol番内同年10月28日55番。彼はクレイトンから，「私が知
　る如何なる人よりも，日本遠征の準備に関する信用を受ける資格がある」と評された。Dennet，　op．
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　c鉱，p．253．
12）MKG，1851年3月15日78番。
13）別段風説書（Apart　Nieuws）は，アヘン戦争（1840－42）後，アジアにおける欧米列強の活動が
　盛んになり，その情報を日本側が強く要求したことから作成された。東インド政庁の総務局
　（Algemene　Secretarie）局長の監督下で作成され，1846年以降東インド総督が署名し，従来日本に
　提出していた風説書とは別に提出した，主に政治外交に関する報告書。
14）　清・蘭船以外は“二念なく（ためらうことなく）”撃退することを命じたもの。
15）外国漂流民に対し，必要と思われる薪・水等を提供するもの。
16）MKG，1851年3月26日91番書簡。ここで以前商館長だったメイラン（G．　F．　Meijlan）の報告書
　から「別段風説書は，我々が日本に認容され，友人として見なされる重大な理由である」との言葉を
　挙げ，この意見を共有することは少しも困難ではないとしている。
17）MKG，1851年2月17日40番。
18）MKG，1851年3月8日64／H番A号と同年3月15日78番。国王の承認はMKG，1851年3月17
　日79番で得られたことが分かる。イギリスが除かれた理由は，以前オランダが同用件を各国に伝え
　た際，イギリス外相パーマストン卿（Lord　Palmarston）が，直接日本から報告を受けたわけでは
　なく，そのようなものに公的な性格を付与出来ないと回答したからである。Chijs，　op．　c鉱，　pp．69－70．
19）　MKG，1852年3月21日100番。ローセ辞職の真相は検討しないが，当時自由主義者により対日本
　政策積極論が議会等で語られる中，理想的外交官として“能力ある商人”を日本商館長の後任にする
　よう望まれていた。その中での彼め日本商館長就任（1851）に対して，“良い官吏が必ずしも良い商
　人ではない”と，彼の日本問題への手腕に，既に疑問が投げかけられていた。丁癩S腕彫voor
　八rederlαndsche乃¢4歪彦1850（2），　p．78．
20）MKG，1852年3月21日100番内MKGS，1851年1月8日東インド総督から植民相へ。
21）　パヒュットは，“立法者よりも管理者，特に改革者よりは管理者である。勤勉で活動的な管理者
　だが，あらゆる管理者よりも頑強に伝統に傾注している”と評されている。Van　den　Doel，　op．　c鉱，
　P61．
22）　MKG，1852年3月21日100番。
23）　オーリック罷免の理由としては様々あるが，人格的問題とするのが，田簿橋潔『増訂近代日本外国
　関係史』p．432。
24）MKG，1852年3月21日100番内1852年2月21日書簡。　MKG，1853年1月6日2番内1852年5
　月21日601番書簡。
25）
26）
27）
28）
29）
　植民相は，東インド総督へ書簡を送り，
　アメリカの試みを促進させること，
　レムニ世の日本開国勧告に対する日本の返答も報告された。（この文書はMKG，1846年6月26日
　185／Bl番）しかしアメリカを援助するのは，その平和的性格が明白な場合であり，その際故ウィレ
　ムニ世の外交処置内で行動するとした。またそれ以上のことすることや，B本が気が進まない場合，
　アメリカの示威行為に参加する積もりはないとし，これに関し商館長は，特に気をつけるよう指示さ
　れた。MKG，1852年7月22日259／H番。
30）MKG，1852年4月8日123番，後に東インド総督は，我々の利益を目論むような全ての個所を削
　除し，宗教については注意深く言及しないこと，さらにオランダは常に最恵国待遇であることを，植
　民相と確認した。MKG，1853年1月6日2番。
MKG，1853年1月6日2番内1852年5月21日601番。
この姿勢は，その後のMKG，1852年7月13日243番A号書簡で確認された。
MKG，1852年4月8日123番，　MKG，1852年4月22日139／R番A号内同年月21日書簡。
MKG，1852年4月22日139／R番A号内同年4月21日書簡。
MKG，1852年4月8日123番。ここでも日本から手をひかないようにと確認させている。その後
　　　　　　　　　　　　　　　　　国王の承認済みとして，日本の鎖国制度を変更する目的で，
　　　　　　　　　　　　　　　そして出島商館長に本件を指示するよう要請した。その際故ウィ
ll6
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31）MKG，1852年7月13日243番A号内同年7月2日書簡。オランダ側の回答を，疑ったものと思
　われる。
32）MKG，1852年7月13日243番A号と7月17日249／Fl番A号。
33）MKG，1852年4月22日139／R番A号内同年月4月3日書簡。オランダ外相（Mr．　Hemlan　van
　Sonsbeeck）は，アメリカの新聞で，オランダ人が江戸参府の際，被る不面目に関する表現が，「非
　常に不快」に書かれていると述べている。さらにアメリカ大統領テイラーによる，バタフィアに米領
　事が存在しているかのような表現についても指摘し，「存在しない」と述べている。MKG，1851年ll
　月22日303／Pl番A号内同年ll月17日51／N21番。
34）MKG，1853年1月6日2番内1852年6月25日D号書簡。
35）∬bid．内1852年339番D号。
36）MKG，1853年1月6日2番内1852年6月25日15番E号書簡。
37）Ibid．内1852年6月25日E号書簡。
38）MKG，1853年1月20日32／D番内同年1月4日書簡。3での地名は南米のRio　de　la　Plataと
　Paranaと思われる。
39）MKZG，1854年2月14日50番A号内1853年12月23日261／R3番書簡。
40）MKG，1852年7月17日249／Fl番書簡とMKG，1852年7月22日256番書簡を指している。
41）MKG，1853年2月15日75番内1852年9月22日書簡。東インド総督はペリー提督への書簡の中
　で，公式には知らされていなかったので，出島商館長にアメリカへの援助の指示が出来なかったこと，
　さらに商館長が日本政府との交渉開始に成功していたとしても，アメリカは常に平和友好的ではない
　ので，米蘭の了解により，この交渉に不利な影響を及ぼすことは明らかであろうと述べている。
　MKG，1853年4月22日162番0号内1852年9月22日406番。
42）
43）
44）
45）
46）
47）
48）
　している中，オランダが西欧文明機器ではなく，国王の肖像画を日本に送ったことについて，
　重要用件における国王の個人的関心の見事な証明であるが，
　判された。Til“dschrift　voor　Nederlαndsche　lndie”1855，　pp．　176－177．
49）MKG，1855年3月14日106番。
50）MKG，1855年2月28日76番。植民相は長崎での海軍伝習により生じた好意的状況が，容易にも
　う一度生じるとは判断していなかったが，この好意的状況は現在も尚存在しているとした。
51）lbid．内1855年2月6日書簡。
52）∫微孟この報告書はシェイス著「オランダ日本開国論』の中でも引用されているが，この「　」部
　分は出版の際削除された。その理由はオランダの無私の貢献を低めるものであったからと思われる。
　この問題に関しては，上述の拙稿「幕末オランダ対日外交政策の一視点『オランダ日本開国論」の手
　書き原稿から考案した」を参照されたい。
53）　領事を外国商人の長と説明した。
54）MKG，1855年2月28日76番。その後結局この肩書きは「オランダ弁務官」となり，外見ではっ
　きりと佐官（hoofdofficier）以上と思わせる服装を伴わせるとした。植民相は日本では軍人が高位
　にあるので，そのような服装を良しとしたのであった。また「オランダ弁務官」は，「海軍大佐
　（Kapitein　ter　Zee）」と同等の階級であり，その階級に応じた官服を伴わせるとしているが，それは
　日本にいるときのみとの限定を付けた。MKG，1855年3月24日123番。その後外務省から正式に，
MKG，1853年4月22日162番0号．文書では，　　の部分に下線が引かれて強調されている。
MKZG，1854年3月19日101番。
MKZG，1854年3月20日103／H番内1853年12月23日書簡。
MKZG，1854年4月15日132番。日本では軍人が尊敬されることを知っていたのである。
MKZG，1854年4月22日141／R番。
MKG，1854年9月18日345番。
MKG，1855年2月28日76番。イギリスが蒸気ボート，アメリカが蒸気機関車を将軍に贈ろうと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しかしこれは政府の行為ではない」と批
117
小暮　実徳
63）
64）
65）
66）
67）
68）
69）
70）
　　ドンケル・クルチウスが日本での政治的役割を処理するため，特命全権大使の性格が与えられた。
　MKG，1855年3月29日139／H番内同年3月26日書簡。
55）　この“”部分も，シェイスの本から削除された。
56）　オランダの日本貿易の仕法には，本方貿易（政府が実施する正規の貿易）と看板貿易（商館長・商
　館員等の個人が行う貿易）があった。
57）MKG，1855年2月28　B　76番。
58）　さらに工業の諸分野に関する様々な道具やその模型を収集し，これを小額の利益で日本政府に譲れ
　るとの商館長の要請を満たすこと，ファビウスを再派遣すること，化学，機械学が最も歓迎されてい
　ることから，機械に通じている人を派遣したいこと，日本人は配送される船を銅で支払いたいとして
　いるが，本方貿易での銅の値段は，商館長が“捨て値”と呼ぷほど価値が低いので，その価値を高く
　すること，低地ドイツ語を日本で育てるたあ，日本での教育をオランダ語で行うこと等も述べられて
　いる。
59）MKG，1855年3月14日106番。その後英米が蒸気船を日本に献上する申し出を行った際，日本政
　府が，この件についてはオランダとだけ話したいとして，この申し出を丁重に断ったことを知った。
　オランダはこれを大いに評価し，そこでスンビン号献上を発案したのであった。つまりこの件につい
　ても遅れを取らず，他国に先駆けようとすることは，オランダにとって極めて重大な利害であり，も
　し日本の希望に力強く，物惜しみせず対処しなければ，容易に日本は他国に話を持ちかけることにな
　るとし，日本におけるオランダの経済政治的将来は，この状況下で紛れもなく危険に晒されていると
　判断していた。MKG，1855年3月17日109番。
60）MKG，1855年3月24日123番。
61）　MKG，1855年4月4日156番。
62）MKG，1855年3月29日139／H番内1854年12月25日書簡。当時看板貿易の権利はバタフィアで
　競売され，この権利を購入した個人（看板貿易借人）が，この貿易を独占的に行っていた。同文書で
　は看板貿易借人はヴォルフとなっているが，この契約は1854年2月28日8番東インド総督傍注処置
　により，既にランへ（J．RLange）に譲渡されていた。そこで後に起こる同借権の買収の際には，
　ランへから回収した。看板貿易とこの件に関して詳しくは，Chijs，　op．　c鉱，内付属史料1「本方貿易
　と看板貿易の廃止の歴史」を参照されたい。
　　MKG，1855年4月4日156番。
　　MKG，1855年4月6日164／K番内同年2月8日書簡。
　　Ibid．内1854年12月29日と1855年1月23日東インド評議会助言と観察。
　国日本の夜明け」で見ることが出来る。MKG，1856年3月11日141番には，
　商品価格と販売業者の商品価格の表が記載されており，
　比べて，既に約3～4倍の高値で取引きされ，品物よっては20倍程（香料等）にもなっている。これ
　はオランダのもう一つの貿易，すなわち看板貿易に関する状況に光を当て，さらにオランダが何故日
　本との貿易を，政府の帳簿では赤字にもかかわらず続けたのかという問題に対する一証拠を提供する
　ことになろう。
71）MKG，正856年3月29日162番。
72）　当時オランダ第二院議員ファン・ライケフォルセル（Van　Rijckevorsel）も，この文化的影響の重
　要性を議会で訴えている。ffandetingen　Tweede　Kαmer　1854－1855，　p．100．
73）MKG，1856年3月29日162番内同年2月22日書簡。ファビウスは密貿易を「言いたくはないが，
MKS，1855年6月10日154番東インド総督から植民相へ。
MKS，1855年9月8日133番植民相から東インド総督へとMKG，1855年12月9日560／V1番。
MKG，1856年2月29日105A番。
MKG，1856年3月4日111番。
MKG，1856年3月11日141番と同年3月26日159番。この報告書の抄訳を，フォス美弥子『海
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本への輸出品の本方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　それによると販売業者価格は本方商品価格と
118
国家的名声と実益
）））））））））?????
　これは貿易ではないし，日本での我々の地位を著しく睡めている」と述べている。
74）Ibid．しかし新たな支払手段の問題も指摘されている。
75）長崎一中国間航路は，オランダが中国の産物を定期的に日本に届けるという新しい貿易として注目
　される一方で，さらにこれは重要となった日本関係の文書を，当地に滞らせることなく，ヨーロッパ
　に届けるという目的もあった。これにより本国では，この種の情報をいち早く収集出来ることを期待
　した。MKG，1856年8月7日450／El番。
76）MKG，1856年3月29日162番。
77）Ibid．内同年3月21日書簡と22日書簡とMKK，1856年4月5日U号。さらに彼はこの貿易を最
　初は試験的に実施しても，直ぐに利益が拡大するだろうと述べた。特に植民地産物でもあるコーヒー
　が，日本で売れることも報告している。ただオランダ本国の意図とは違い，日本貿易を独占せず，自
　由貿易にすることとしていた。
78）　ドンケル・クルチウス覚書331番から。MKG，1856年3月29日162番。フォス美弥子「幕末出島
　未公開文書』p．　171．
79）MKS，1855年12月10日159番東インド総督から植民相へ。
80）MKS，1856年1月1日160番東インド総督から植民相へ。ここでは植民相も“私もだ”（Ik　ook）
　と書込みを入れている。
81）　Ibid．，“”は筆者。
82）MKS，1856年2月8日138番植民相から東インド総督へ。
83）MKS，1856年3月8日139番植民相から東インド総督へ。
84）　1824年，蘭領インドにおける英輸出産業（綿織物）と競合するために，南オランダで繁栄している
　織物工業とオランダ北部の商業と海運をより緊密に協力させることを目的として，37百万フルデンの
　資本金で設立された貿易会社。その際国王ウィレムー世（Willem　1）が4百万フルデンを出資し，当
　初に配当を保障した。植民地産物を輸送・購入し，その委託販売を行い，ロッテルダム（Rotterdam），
　アムステルダム（Amsterdam），ミデルブルフ（Middelburg）で競売し，コーヒーと砂糖で巨大な
　利益を上げた。強制栽培制度の撤廃後，NHMは大銀行に発展し，自らのプランテーションを設立し
　た。1864年トウェンテ銀行（Twentsche　Bank）と，　ABN銀行（Algemene　Bank　Nederland）の
　名前で合併，その後さらにAMRO銀行と合併し，現在のABN－AMRO銀行となる。
85）　Handelingen　Tweede　Kamer　1856－185Z　p．423．　T〃dscんγ碗voor　Nederlandsch　Zηd耀1857，　p．207．
　Tijdschηift　voor　Nederlαndsch∫η（1f彦1860　L　p．166。
　　MKG，1856年5月2日232番内同年1月3日書簡。
　　Ibid．内同年1月21日書簡。
　　Ibid．内1月24日書簡。
　　MKG，1856年5月2日232番内同年2月22日東インド総督決議録抜粋。
　　Ibid．内同年1月10日書簡。
MKG，1856年4月8日196／0番。
MKS，1856年5月8日141番植民相から東インド総督へ。
MKG，1856年3月31日170／L番H号。
MKG，1856年4月8日196／0番内同年2月6日32番官房文書。これに対し植民相は，「丸一年」
　かかるようなら望まれる情報提供は放棄すると述べている。
95）MKS，1856年5月8日141番植民相から東インド総督へ。
96）MKS，1856年5月8日164番東インド総督から植民相へ。
97）MKS，1856年4月8日140番植民相から東インド総督へ。この問題の決議はMKG，1856年4月8
　日196／0番植民相・外相の秘密共同報告書でなされた。
98）MKS，1856年6月10日165番東インド総督から植民相へ。このような発言は，後の日本からの返
　礼品に関する植民相の所見に対する回答でも，パヒュットは“完全に貴下に一致します”と述べてい
ll9
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　　る。MKS，1856年10月10日169番東インド総督から植民相へ。
99）　当時蘭領東インドの兵器工場を，段階的に本国の工場から独立させるということが，考慮に上がっ
　　た。しかし植民相は，日本からの武器注文の件に関連して，オランダのような小さな国では，様々な
　　種類の国立工場が力を合わせることにより，その存立が可能になると述べた陸軍相の見解を強く支持
　　し，このような考えを完全に否定した。MKK，1856年4月5日U番。
100）MKG，1856年11月20日669番内11月3日報告書。シーボルトの提案は同年10月21日613番。
101）MKG，1856年12月2日704番内同年11月29日書簡。さらにMKG，1857年1月19日33番。
102）MKS，1857年5月8日154番植民相から東インド総督へ。この共同報告書とはMKG，1857年4月
　　20日192番を指している。
103）MKS，1857年5月8日154番植民相から東インド総督へ。
104）MKG，1857年4月20日192番。　MKS，1857年5月8日154番植民相から東インド総督へ。
105）MKS，1857年5月8日154番植民相から東インド総督へ。
106）MKG，1858年12月8日446番。
107）MKG，1859年1月5日3番A号。
108）MKG，1859年1月22日37番A号。
109）MKG，1859年2月9日62番A号。
110）MKG，1859年2月25日82番A号。この部分は，線で削除されているが。
111）MKS，1859年2月24日195番植民相から東インド総督へ。ドンケル・クルチウスの日本での在任
　　期間は1860年2月28日まで。
112）MKG，1859年2月25日83／G番A号内1858年10月2日501番と同年10月24日東インド総督決
　　議録抜粋。
113）　MKG，1859年6月24日248／x番内同年3月15日東インド評議会熟慮と助言。
ll4）Ibid．内1858年10月15日書簡。
ll5）Ibid．内1859年4月6日書簡。
ll6）MKG，1859年6月24日248／x番。
ll7）東インド政庁の1857・58年支出入の報告によると，1857年蘭領東インドでの貿易（Koophandel）
　　における総収入5，699，109フルデン中，日本からは762，399フルデン。1858年では総収入5，186，407フ
　　ルデン中，日本からは755，823フルデンとなっている。MKS，1858年3月24日197番。
118）MKS，1861年7月13日277番東インド総督から植民相へ。東インド総督も非常に関心があると述
　　べている。MKS，1861年9月6日23番東インド総督から植民相へ。
119）MBuZaG，1862年5月10日30番。オランダはまだ完全に“Prisma”（ここでは欧米列強中での選
　　択肢の一つ）を失っていないと評価している。
（2001年ll月19日受付，2001年ll月19日受理）
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国家的名声と実益
“National　prestige　and　Economic　interest”
Astudy　of　Dutch　diplomacy　toward　Japan　in　the　1850s
in　the　context　of
“Dutch　imperialism”
KOGURE　Minori
　　　This　article　aims　at　a　re－interpretation　of　Dutch　foreign　policy　in　Asia，　through　an
examination　of　its　diplomacy　toward　Japan　in　the　middle　of　the　nineteenth　century　in　the
context　of“Dutch　Imperialism”．　The　concept　of“Dutch　Imperialism”has　emerged　from
comparisons　of　Dutch　diplomatic　and　military　power　with　other　European－American
powers，　especially　in　studies　that　focus　on　the　active　Dutch　colonial　rule　towards　the
Netherlands　Indies（present－day　Indonesia）from　l8700nwards．
　　　Until　recently，　the　diplomatic　power　of　the　Netherlands，　with　regard　to　Asia　and
Europe　alike　has　not　often　been　focused　on．　The　country’s　influence　in　Europe　seems　to
have　been　limited　and　the　country　did　not　seem　to　be　able　to　engage　in　military　action．
As　a　result，　the　Netherlands　has　always　been　regarded　as　a　small　power，　whose　interest
it　was　to　avoid　getting　involved　in“Power　Politics”in　Europe，　maintaining“neutrality”in
political　affairs　and　pursuing　profits　from　commerce　as　much　as　possible．　This　attitude
might　be　termed“small　power　politics”．　Ironically　the　Netherlands　seemed　to　prefer　to
maintain　to　a　certain　degree　such　an　appearance　in　the　political　arena　in　Europe，　because
if　they　would　be　regarded　as　a　strong　power，　they　could　mor6　easily　become　involved　in
intra－European　wars．　Becoming　involved　in　wars　with　neighboring　countries　was　not　in
the　Dutch　national　interest．
　　　However，　recently　historians　have　begun　to　re－evaluate　Dutch　diplomatic　power・　in
the　nineteenth　century．　To　contribute　to　this　research，　the　author　re－examines　Dutch
diplomacy　toward　Japan　in　the　1850’s．　Although　this　matter　was　very　important　in　Dutch
Asian　policy，　there　are　few　studies　of　Dutch　diplomacy　toward　Japan　either　in　the
Netherlands　or　in　Japan．
　　　After　the　Napoleonic　Wars，　the　newly　established　Kingdom　of　the　Netherlands
gained　very　large　profits　from　its　colonial　management．　This　enabled　the　Netherlands　to
maintain　its　position　in　Europe　and　to　enhance　its　significance　in　international　relations．
The　kingdom　of　the　Netherlands　had　a　vast　colony　in　Southeast　Asia　and　constituted　a
significant　influence　in　Asia　in　that　period．　During　Japan’s　so－called“Sakoku（closed－
door　policy）”，　the　Netherlands　was　the　only　European　country　which　had　commercial
relations　with　Japan．　After　Japan’s　opening　through　American　intervention　under　the
command　of　Admiral　M．　C．　Perry　in　l853，　the　Netherlands　opposed　the　emergence　of　new
powers　in　Asia．　To　this　end，　it　developed　an　active　foreign　policy　toward　Japan．　Japanese
matters　were　very　important　for　the　Netherlands　in　two　aspects：“national　prestige”and
“eCOnOmiC　intereSt”．
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　　　Firstly“national　prestige”was　very　important　for　a　medium　sized　power　like　the
Netherlands　in　order　to　give　it　a　voice　in　international　relations．　That　is　to　say　that　the
Netherlands　was　content　with　the　size　of　its　territory　in　Europe，　but　they　disliked　being
regarded　as　an　unimportant　power　and，　rnoreover，　being　excluded　from　common　interests
among　European　nations．　In　this　respect，“national　prestige”was　a　most　important　mat－
ter　for　the　Netherlands．　Secondary，　the　countries　policy　was　strongly　related　also　to
“economic　interest”．　It　is　needless　to　say　that‘‘economic　interest”is　very　important　for
them　as　a　country　that　had　a　tradition　of　a　maritime　commerce．　Therefore，　it　was　a
matter　of　a　life－and－death　for　the　Netherlands　to　manage　Asian　matters　with　great　care．
　　　This　interpretation　of“Dutch　Imperialism”is　at　present　confined　mainly　to　Dutch
colonial　policy．　However，　the　author’s　point　is　that　this　concept　is　applicable　also　to
Dutch　East－Asian　foreign　policy　in　the　nineteenth　century．
　　　This　article　is　mainly　based　on　an　analysis　of　primary　sources　in　the　National
Achieves（Algemeen　Rijksarchief）in　The　Hague　in　the　Netherlands．　In　particular　the
documents　of　the　former　Dutch　Ministry　of　Colonial　Affaires　that　relate　to　Japan　have
been　used　in　this　study．
　　　The　argument　can　be　summarized　as　follows：
The　Netherlands　after　regaining　independence　in　l813　had　a　great　interest　in　Asia，　like　it
had　had　in　the　seventeenth　and　eighteenth　centuries．　This　related　also　to　its　relations
with　Japan．　The　Netherlands　had　a　long　commercial　relationship　with　Japan　and　knew
how　to　deal　with　Japanese　matters　better　than　the　other　powers　in　this　period．　After　the
opening　of　Japan，　the　Netherlands　expected　its　sphere　of　business　interests　to　expand　and
viewed　matters　in　this　perspective．　Moreover，　not　only　maintaining　its　commercial　inter－
ests，　but　also　promoting　its“national　prestige”in　Japanese　matters，　would　result　in　an
improvement　of　its　position　in　Europe，　Thus　both　economically　and　politically，　colonial
and　FarEastern　policies　were　very　important．　Furthermore，　the　Netherlands　and　its‘‘the
most　natural　ally”in　Europe，　the　UK，　had　to　cope　with　the　USA，　the　newly　emerging
power　in　Asia，　in　order　to　protect　their　overseas　interests．
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